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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第72期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債等潜在株式がないため記載していない。 

３ 第73期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、調整計算の結果、希薄化しないため記載していない。 

４ 第73期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

５ 第75期より平均臨時雇用者数は、海外連結子会社における短期臨時雇用者を除いた平均臨時雇用者数を表示している。 

  

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 102,610 105,566 113,551 115,808 126,253 

経常利益 (百万円) 3,752 4,960 7,213 6,834 9,704 

当期純利益 (百万円) 2,099 2,661 4,316 4,359 6,263 

純資産額 (百万円) 37,538 38,439 41,477 45,216 52,252 

総資産額 (百万円) 100,548 95,015 97,219 96,283 106,250 

１株当たり純資産額 (円) 406.76 417.68 450.77 492.68 568.89 

１株当たり当期純利益 (円) 22.75 28.41 46.27 46.91 67.45 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― 46.25 46.89 67.44 

自己資本比率 (％) 37.3 40.5 42.7 47.0 49.2 

自己資本利益率 (％) 5.7 7.0 10.8 10.1 12.9 

株価収益率 (倍) 22.5 19.3 24.0 25.8 25.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 12,995 16,679 14,157 10,532 15,925 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,048 △7,256 △6,437 △8,397 △13,789 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,995 △10,357 △4,445 △4,217 △2,231 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 17,956 17,068 20,260 18,311 18,687 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
4,069 
(429)

4,146
(803)

4,282
(899)

4,558 
(165)

5,030
(136)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第72期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債等潜在株式がないため記載していない。 

３ 第73期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、調整計算の結果、希薄化しないため記載していない。 

４ 第73期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

  

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 84,493 87,891 95,590 96,646 98,870 

経常利益 (百万円) 2,127 2,565 4,325 4,380 6,411 

当期純利益 (百万円) 1,170 1,460 2,879 2,966 4,482 

資本金 (百万円) 10,690 10,690 10,690 10,690 10,690 

発行済株式総数 (株) 92,302,608 92,302,608 92,302,608 92,302,608 92,302,608 

純資産額 (百万円) 34,048 34,700 37,291 39,315 43,340 

総資産額 (百万円) 76,350 74,184 79,162 76,416 81,044 

１株当たり純資産額 (円) 368.94 377.02 405.20 428.30 471.72 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
5.0 
(2.5)

5.0
(2.5)

6.5
(2.5)

8.0 
(4.0)

9.0
(4.0)

１株当たり当期純利益 (円) 12.68 15.37 30.63 31.73 48.03 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― 30.62 31.72 48.02 

自己資本比率 (％) 44.6 46.8 47.1 51.4 53.5 

自己資本利益率 (％) 3.5 4.3 8.0 7.7 10.8 

株価収益率 (倍) 40.5 35.6 36.2 38.2 36.0 

配当性向 (％) 39.4 32.5 21.2 25.2 18.7 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
1,794 
(97)

1,775
(86)

1,744
(73)

1,708 
(60)

1,706
(41)



２ 【沿革】 

(注) 株式額面変更のため昭和45年４月１日合併を行ったので、商業登記上の設立日は、合併会社(旧称「株式会社四国鋼材工業

所」)の設立日である昭和25年11月28日であるが、事実上の存続会社である日本航空電子工業株式会社(被合併会社)の設立日

は昭和28年１月19日である。 

  

昭和28年１月 東京都中央区に日本航空エレクトロニクス株式会社を設立 (注) 

    ８月 

  

商号を日本航空電子工業株式会社と変更、本店を東京都港区に移転し、営業活動を開

始 

昭和29年８月 神奈川県川崎市に工場を設置し、航空機用電子機器の修理、オーバーホールを開始 

昭和30年８月 コネクタの製造開始 

昭和36年４月 工場を東京都昭島市に新設移転 

    ５月 本店を東京都渋谷区に移転 

    ８月 航空機用自動操縦装置、ジャイロ機器、燃料計、液体酸素量計等の製造開始 

昭和46年８月 慣性航法装置の製造開始 

昭和48年４月 東京証券取引所市場第二部へ上場 

昭和50年９月 株式会社富士工業の株式を100％取得 

昭和52年３月 

  

ゼット・マーケティング・カンパニー(現・ＪＡＥエレクトロニクス・インコーポレー

テッド)を設立(現・連結子会社) 

昭和54年３月 弘前航空電子株式会社を設立(現・連結子会社) 

昭和55年９月 東京証券取引所市場第一部へ上場 

昭和59年７月 台湾航空電子股份有限公司を設立(現・連結子会社) 

昭和61年４月 信州航空電子株式会社を設立(現・連結子会社) 

昭和62年５月 八紘電業株式会社の株式を60％取得 

昭和63年６月 

  

株式会社富士工業を山形航空電子株式会社(現・連結子会社)に商号変更するととも

に、富士航空電子株式会社(現・連結子会社)を分離し、設立 

    10月 ＪＡＥオレゴン・インコーポレーテッドを設立(現・連結子会社) 

平成３年12月 ニッコー・ロジスティクス株式会社（当社出資60％）を設立 

平成６年４月 香港航空電子有限公司を設立(現・連結子会社) 

平成８年１月 ＪＡＥコリア・インコーポレーテッドを設立(現・連結子会社) 

    ６月 ＪＡＥフィリピンズ・インコーポレーテッドを設立(現・連結子会社) 

平成13年７月 航空電子(無錫)有限公司を設立(現・連結子会社) 

平成14年３月 航空電子(呉江)有限公司を設立(現・連結子会社) 

平成15年６月 航空電子(上海)国際貿易有限公司を設立(現・連結子会社) 

    ８月 八紘電業株式会社(現・ＪＡＥ八紘株式会社)の株式を100％取得(現・連結子会社) 

平成16年２月 ニッコー・ロジスティクス株式会社の株式を100％取得(現・連結子会社) 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社21社(うち海外子会社11社)、関連会社２社及びその他の関係会社１社で構成され、

その主な事業内容はコネクタ、システム機器、航空・宇宙用並びに光デバイスその他の電子機器及び電子部品の製

造・販売並びにこれらに関連する機器及び部品等の仕入販売である。 

当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりである。 

  

(1) 電子機器及び部品(電子機器及び電子部品の製造・販売並びにこれらに関連する機器及び部品の仕入販売事業) 

①コネクタ及び同関連製品 

コネクタ及び同関連製品は、携帯電話・パーソナルコンピュータを中心とする情報通信機器、カーエレクトロ

ニクス及び液晶・ＰＤＰ等の薄型テレビを中心とする民生機器等の幅広い分野で使用され、今後もこれら機器

のデジタル化の一層の伸展にともない市場が拡大されつつあり、当社グループの主力をなす製品である。 

(主な関係会社) 

［製造、販売］当社、弘前航空電子㈱、山形航空電子㈱、ＪＡＥオレゴン・インコーポレーテッド、 台湾航空

電子股份有限公司、ＪＡＥフィリピンズ・インコーポレーテッド、航空電子(無錫)有限公司、香港航空電子有

限公司 

［生産設備製造］富士航空電子㈱ 

［販売］ＪＡＥ八紘㈱、ＪＡＥエレクトロニクス・インコーポレーテッド、ＪＡＥコリア・インコーポレーテッ

ド、航空電子(上海)国際貿易有限公司 

②システム機器及び同関連製品 

システム機器及び同関連製品は、小型、薄型、多機能化した各種スイッチ及びそれらを組合せたスイッチブロ

ック等の入力デバイス、車載用・産業用・医療用の各種ディスプレイ機器及び各種操作パネル等のインターフ

ェース機器並びに液晶基板等の高密度実装機器であり、高度情報化社会の発展にともない市場が拡大しつつあ

る製品である。 

(主な関係会社) 

［製造、販売］当社、航空電子(呉江)有限公司、香港航空電子有限公司 

［販売］ＪＡＥ八紘㈱、ＪＡＥエレクトロニクス・インコーポレーテッド、ＪＡＥコリア・インコーポレーテッ

ド、航空電子(上海)国際貿易有限公司 

③航空・宇宙用電子機器及び同応用製品 

航空・宇宙用電子機器及び同応用製品は、ジャイロ、加速度計及びこれらセンサを活用した慣性航法装置、慣

性誘導装置、自動制御機器のほか、電波高度計等の航空機搭載電子機器を主体とする官需市場向け製品並びに

半導体及び液晶製造装置向け制振／駆動用機器、油田掘削用センサ機器等の民需市場向け製品である。 

(主な関係会社) 

［製造、販売］当社、信州航空電子㈱ 

［販売］ＪＡＥエレクトロニクス・インコーポレーテッド 

④光デバイス及びその他の製品 

光デバイス製品及びその他の製品は、超精密成膜技術を用いた光フィルタ、ミラー、ＡＲコート並びに光カプ

ラ、光リンク・モジュール、光スイッチ等の光エレクトロニクス関連製品を主体とする製品である。 

(主な関係会社) 

［製造、販売］当社 

［販売］ＪＡＥ八紘㈱ 

  

(2) その他(その他の物品の販売並びにサービス事業) 

主に当社グループの製品、部品等の保管、梱包、輸送等のサービスを供給している。 

(主な関係会社) 

［物流］ニッコー・ロジスティクス㈱ 

  

なお、事業の種類別セグメント情報においては、「電子機器及び部品」と「その他」の２セグメントについて、

「電子機器及び部品」の全セグメントの売上高、営業損益及び資産の合計額に占める割合が90％を超えているため、

その記載を省略している。 



以上の事業系統図は次のとおりである。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所 
資本金 
又は出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)      
弘前航空電子株式会社 

(注２) 
青森県弘前市 450 電子部品等の

製造・販売 
100 ― １当社が販売する一部製品及び使

用する一部部品を供給してい
る。 
２当社が資金を貸付けている。 
３当社が生産設備の一部を貸与し
ている。 
４役員の兼任 ４名 
 (うち当社従業員 ２名) 

山形航空電子株式会社 
(注２) 

山形県新庄市 400 電子部品等の
製造・販売 

100 ― １当社が販売する一部製品及び使
用する一部部品を供給してい
る。 
２当社が生産設備の一部を貸与し
ている。 
３役員の兼任 ４名 
 (うち当社従業員 ２名) 

富士航空電子株式会社 山梨県上野原市 300 金型等の
製造・販売 

100 ― １当社が使用する生産設備の一部
を供給している。 
２当社が資金を貸付けている。 
３当社が債務保証を行っている。 
４役員の兼任 ４名 
 (うち当社従業員 ４名) 

信州航空電子株式会社 長野県下伊那郡
松川町 

450 電子部品等の
製造・販売 

100 ― １当社が販売する一部製品及び使
用する一部部品を供給してい
る。 
２当社が資金を貸付けている。 
３当社が生産設備の一部を貸与し
ている。 
４役員の兼任 ６名 
 (うち当社従業員 ５名) 

ニッコー・ 
ロジスティクス株式会社 

東京都昭島市 400 電子部品等の
運搬及び管理 
受託 

100 ― １当社及び当グループの物流業務
を行っている。 
２当社が資金を貸付けている。 
３役員の兼任 ８名 
 (うち当社従業員 ５名) 

JAE八紘株式会社 東京都立川市 56 電子部品等の
販売 

100 ― １当社製品の販売を行っている。
２役員の兼任 ５名 
 (うち当社従業員 ２名) 

台湾航空電子 
股份有限公司 

(注２) 

台湾省台中市 百万台湾元 
300 

電子部品等の
製造・販売 

100 ― １当社が販売する一部製品及び使
用する一部部品を供給してい
る。 
２役員の兼任 ７名 
 (うち当社従業員 ２名) 

JAEエレクトロニクス・ 
インコーポレーテッド 

(注２) 

アメリカ合衆国
カリフォルニア州 
アーバイン市 

千米ドル 
13,200 

電子部品等の
販売 

100 ― １当社製品の販売及び当社が使用
する一部部品を供給している。 
２役員の兼任 ５名 
 (うち当社従業員 ３名) 

JAEオレゴン・ 
インコーポレーテッド 

(注２) 

アメリカ合衆国
オレゴン州 
テュアラティン市 

千米ドル 
12,000 

電子部品等の
製造・販売 

100
(100)

― １当社が販売する一部製品を供給
している。 
２当社が債務保証を行っている。 
３役員の兼任 ６名 
 (うち当社従業員 ４名) 

JAEフィリピンズ・ 
インコーポレーテッド 

フィリピン共和国 
カビテ州 

百万 
フィリピンペソ 

140 

電子部品等の
製造・販売 

100 ― １当社が販売する一部製品を供給
している。 
２役員の兼任 ５名 
 (うち当社従業員 ４名) 

香港航空電子有限公司 中華人民共和国
香港 

千香港ドル 
7,000 

電子部品等の
仕入・販売 

100
(15)

― １当社製品の販売及び当社が使用
する一部部品を供給している。 
２役員の兼任 ６名 
 (うち当社従業員 ３名) 

航空電子（無錫） 
有限公司 

(注２) 

中華人民共和国
江蘇省無錫市 

千人民元 
93,525 

電子部品等の
製造・販売 

100
(27)

― １当社が使用する一部部品を供給
している。 
２役員の兼任 ４名 

航空電子（呉江） 
有限公司 

中華人民共和国
江蘇省呉江市 

千人民元 
53,800 

電子部品等の
製造・販売 

100
(12)

― １当社が使用する一部部品を供給
している。 
２当社が資金の貸付をしている。 
３役員の兼任 ３名 
 (うち当社従業員 １名) 



  

(注) １ 「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有である。 

２ 特定子会社である。 

３ 有価証券報告書を提出している会社である。 

４ 上記子会社以外に非連結子会社として国内４社、海外２社があり、関連会社として国内１社、海外１社がある。 

  

名称 住所 
資本金 
又は出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

JAEコリア・ 
インコーポレーテッド 

大韓民国ソウル市 百万韓国 
ウォン 
450 

電子部品等の
販売 

100
 

― １当社製品を販売している。 
２役員の兼任 ６名 
 (うち当社従業員 ３名) 

航空電子（上海） 
国際貿易有限公司 

中華人民共和国
上海市 

千人民元 
4,138 

電子部品等の
販売 

100
 

― １当社製品を販売している。 
２役員の兼任 ４名 
 (うち当社従業員 ２名) 

(その他の関係会社)      
日本電気株式会社 

(注３) 
東京都港区 337,821 コ ン ピ ュ ー

タ・通信機器
等の製造・販
売 

― 39.93 １当社製品の一部を供給してい
る。 

２当社役員の兼任 ２名 
 (うち日本電気株式会社従業員 
２名) 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であり、当社グループからグループ外への出向者、

臨時従業員、嘱託を除いている。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり、派遣社員を含まない。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は社外から当社への出向者を含む就業人員であり、当社から社外への出向者、臨時従業員、嘱託を除いている。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含む。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり、派遣社員を含まない。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、日本航空電子工業労働組合連合会が組織(組合員数2,132人)されており、全日本電機・電子・

情報関連産業労働組合連合会に属している。 

なお、労使関係については、特に記載すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

電子機器及び部品 
4,913 
(127) 

その他 
117 
(9) 

合計 
5,030 
(136) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

1,706 
(41) 

40.8 18.9 6,960 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における世界経済は、依然として高騰が続く原油価格やパキスタン北部地震、米国の大型ハリケ

ーンに代表される自然災害の多発等の様々なリスクを乗り越え、好調な米国・中国経済を中心に堅調に推移した。 

また、わが国経済も円安を背景とした輸出の増加による企業収益の改善や設備投資の増加、個人消費の回復、雇

用状況の改善等が見られ、緩やかながら景気回復が進みデフレ脱却間近の状況を迎えている。 

当社グループの関連するエレクトロニクス業界は、年半ば以降、パーソナル・コンピュータ、大型液晶パネル、

携帯電話、液晶・ＰＤＰ等の薄型テレビに代表されるボリュームマーケット需要がグローバルに急拡大するととも

に、設備投資関連マーケットも技術革新、需要拡大を背景に堅調に推移した。しかしながら、こうしたマーケット

の明るさは業界全体で共有できず、勝ち負けの企業間格差がはっきりとつく企業存続を賭けた厳しいグローバル競

争が展開されている。 

このような事業環境下で当社グループは、新製品開発のスピードアップやグローバルマーケティングの強化によ

る受注・売上の拡大並びに品質・環境を重視した生産革新によるリードタイム短縮及びコストダウン等の経営効率

化の推進により業績の向上に注力した。 

その結果、主力のコネクタ事業がマーケットの成長をキャッチし受注高・売上高ともに前期比２桁伸長を達成し

たことにより、当連結会計年度の業績は、受注高１，２６４億９９百万円（前期比１１１％）、売上高１，２６２

億５３百万円（前期比１０９％）、営業利益１１０億１６百万円（前期比１４０％）、経常利益９７億４百万円

（前期比１４２％）、当期純利益６２億６３百万円（前期比１４４％）といずれも過去最高の業績を上げることが

できた。 

また所在地別セグメントの業績では、売上高は、日本７７４億２８百万円（前期比９４％）、北米１０８億１２

百万円（前期比１１６％）、アジア３８０億１２百万円（前期比１５６％）、営業利益は、日本１０８億６７百万

円（前期比１２１％）、北米３億７２百万円（前期比９５％）、アジア３１億５２百万円（前期比２０３％）であ

る。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローは、国内外の積極的なインフラ投資等により投資活動によるキャッシュ・

フローが１３７億８９百万円のマイナスと前連結会計年度に比べ５３億９２百万円の大幅な支出増となったが、主

として内部留保の増加により１５９億２５百万円の営業活動によるキャッシュ・フローを創出し、フリー・キャッ

シュ・フローは２１億３６百万円のプラスとすることができた。 

さらに、財務活動によるキャッシュ・フローにおいて借入金の圧縮を図った上で、当連結会計年度の現金及び現

金同等物期末残高は、前連結会計年度末に比べ３億７５百万円増加の１８６億８７百万円とすることができた。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を製品別に示すと、次のとおりである。 

(注) １ 金額は販売価額による。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を製品別に示すと、次のとおりである。 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれていない。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を製品別に示すと、次のとおりである。 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれていない。 

  

３ 【対処すべき課題】 

今後の景気見通しとしては、様々なリスクを抱えながらもマクロ経済や当社グループの関連するエレクトロニクス関連業界

は、引き続き堅調に推移するものと思われる。 

このような状況を背景に当社グループは新たな成長と飛躍を目指し、グローバルマーケティングと技術開発力の強化及び環

境・品質を重視した競合に負けない物作りの推進並びにそれを実現するための人材の確保と育成に努め、業績の向上と資産効

率の向上に邁進する所存である。 

区分 生産高(百万円) 前期比(％) 

コネクタ及び同関連製品 96,640 115.8 

システム機器及び同関連製品 15,108 99.4 

航空・宇宙用電子機器及び同応用製品 12,841 86.9 

光デバイス及びその他の製品 1,788 102.0 

合計 126,377 109.7 

区分 
受注高
(百万円) 

前期比
(％) 

受注残高
(百万円) 

前期比 
(％) 

コネクタ及び同関連製品 97,632 114.2 12,207 110.0 

システム機器及び同関連製品 15,082 102.5 1,626 93.7 

航空・宇宙用電子機器及び同応用製品 11,833 98.6 10,886 91.7 

光デバイス及びその他の製品 1,950 107.3 272 152.7 

合計 126,499 111.0 24,991 100.4 

区分 販売高(百万円) 前期比(％) 

コネクタ及び同関連製品 96,382 114.8 

システム機器及び同関連製品 15,194 100.2 

航空・宇宙用電子機器及び同応用製品 12,819 86.7 

光デバイス及びその他の製品 1,856 99.3 

合計 126,253 109.0 



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項として、次のようなものがある。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。 

①海外展開について 

当社グループは、市場のグローバル化に対応して、生産及び販売拠点を海外に展開しており、今後も積極的に行う方針であ

る。このため、為替変動、進出国の経済動向及び政治・社会情勢の変化が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。

②コネクタ及び同関連製品売上について 

当社グループの連結売上高において、コネクタ及び同関連製品の売上高が全体の約７割強を占めている。コネクタは、携帯

電話やパーソナル・コンピュータを中心とする情報通信機器をはじめ、カーエレクトロニクス及び液晶・ＰＤＰ等の薄型テレ

ビを中心とする民生機器等の幅広い分野で使用されているため、特定業界の景況動向による影響を受けにくい傾向にあるが、

景気変動に伴う個人消費や企業の設備投資の動向等が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

③価格低下による影響について 

当社グループは、事業を展開する市場において激しい競争にさらされており、コネクタ等の製品価格が低下する傾向にあ

る。当社グループでは、価格低下に対して、コスト削減、新製品の投入等による利益率の確保に努めているが、競争の更なる

激化や長期化が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

④官需の動向等による影響について 

当社グループの連結売上高において、航空・宇宙用電子機器及び同応用製品に占める防衛・宇宙開発プロジェクト等の官公

庁向けの割合が高いため、官需の動向等が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

⑤棚卸資産等の処分について 

当社グループの製品は、受注生産を基本に生産革新運動によるリードタイムの短縮等を図り棚卸資産の適正化・効率化に努

めているが、製品ライフサイクルの短命化に伴う製品統廃合の実施、また、一部製品については短納期対応のため得意先の需

要予測に基づく計画生産を行っていることから、在庫リスクの発生並びに生産設備の陳腐化等、棚卸資産及び固定資産の処分

損失が見込まれる。 

⑥自然災害等に関する影響について 

当社グループの生産・販売拠点は、国内外に分散しているが、自然災害やコンピュータ・ウイルス等のリスクを抱え事業を

展開している。このため、保有する設備や情報システム等に対してバックアップ体制を構築しているが、大規模な自然災害等

が発生した場合、影響の完全回避または軽減できる保証はなく、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 
  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(提出会社) 

(技術導入契約) 

  

相手方 技術の種類 契約期間 

ハネウェル・インターナショナ
ル・インコーポレーテッド(米国) 

ストラップダウン・イナーシャル・システムの   

設計及び製造技術 

平成12年12月28日から 

平成22年12月31日まで 

  GG1111AJ05ジャイロスコープの製造技術 平成12年２月14日から 

平成23年12月31日まで 

  AN/APN-194(V)電波高度計の製造、保守、修理及び

オーバーホールに関する技術 

平成12年２月14日から 

平成22年12月31日まで 

  リングレーザジャイロ慣性システムの製造技術 平成13年２月12日から 

平成20年12月31日まで 

  ヘリコプタ用自動操縦装置の製造技術 平成18年１月１日から 

平成27年12月31日まで 

  支援戦闘機F-2に搭載されるFLCC(フライト・コント

ロール・コンピュータ)に使用するCPU(中央演算処

理装置)/IOP(入出力制御処理装置)に関する技術 

平成15年10月23日から 

平成22年12月31日まで 



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、グローバルな視点での事業運営と顧客価値の追求に徹し、優れた製品をタイムリーに市場に供給

するため、グローバルマーケティング力の強化並びに技術開発力の強化を積極的に推進している。これを牽引し支え

るために、中央研究所においては、基礎・応用技術の研究開発を主体に、各事業部の技術部門においては、所管事業

に関する新製品、新製法の開発を主体に、それぞれが連携をとりながら長年にわたって培ってきた経験と実績を生か

して研究開発活動を実施している。また、各生産連結子会社は、所管製品に関連する事業部との密接な連携のもとに

新製法の開発を主体に取り組んでいる。 

当連結会計年度における事業別の主な研究開発成果は次のとおりである。 

①コネクタ及び同関連製品 

製品開発では、携帯電話向け超小型メモリカード用として、操作性・信頼性を損なわずに脱着させるコネクタを

開発し、携帯機器用としては新製法による極小ピッチコネクタの基本構造を決定した。自動車用については、組立

性向上を目的とした低操作力コネクタの試作開発を行った。またデジタル家電、ＡＶ機器向けの高速データ転送を

可能とする次世代標準インターフェース用コネクタを規格化中である。生産技術開発では、コネクタの軽薄短小化

に伴い、モールドイン方式によるコンタクトの固定方式の必要性が拡大することを考え、狭ピッチモールドイン製

法に関する金型、生産システムを構築した。また次世代通信に対応する素線タイプ光コネクタの生産工程を確立し

た。さらに新製法の大規模ＬＳＩ用ソケットの開発に着手した。基盤技術開発では、従来の表面処理方法からＲｏ

ＨＳ規制に対応した代替処理へ変更し量産化をスタートした。またメタル伝送媒体における超高速化接続技術の基

本構造を決定した。 

②システム機器及び同関連製品 

将来技術開発分野では、車載・情報通信市場向け新操作性提案を目的として開発中のタッチコントロールの試作

開発が具体化し２００６年度量産化をめざす。入力デバイス製品開発では、キー技術であるメンブレン内製化技術

を高め量産技術の確立と受注拡大を図った。また、デジタルスチルカメラの複雑な操作の簡素化と小型化要求に対

し５方向＋ロータリー操作の複合デバイス開発及び提案を行い、受注に成功した。インターフェース機器製品開発

では、標準タッチ入力モニタを開発し、いち早くＲｏＨＳ規制に対応した設計の取り込みによりＦＡ市場での受注

を獲得した。引き続き各種サイズ展開で受注拡大を図る。 

③航空・宇宙用電子機器及び同応用製品 

航空・宇宙市場向けには、基盤デバイスである慣性センサについて、高精度光応用ジャイロの要素技術研究を継

続して進めている。またマイクロ波を応用した航空機用高度センサ（電波高度計）の新回路について製品での評価

を完了した。産機市場向けには、電磁アクチュエータで直接振動を吸収する方式のアクティブ除振装置を開発し、

販売を開始した。海外の油田掘削市場向けでは加速度計、地磁気センサ、耐高温用信号処理部を備えたシステムパ

ッケージの評価を完了し、提案を開始した。 

④中央研究所及び光デバイス 

光通信向け各種帯域フィルタの量産化技術およびハイエンドフィルタの開発に加えて、産業機器向け薄膜光学素

子の開発を進めている。また、ＭＥＭＳ技術を用いた光スイッチの小型化、多チャンネル化技術を開発した。次世

代実装に対応するコネクタ関連技術として、低背・低接圧・低抵抗を実現する当社独自技術を毎秒１０ギガビット

以上の超高速伝送、狭ピッチ多芯接続等へ適用すべく開発を継続している。ジャイロセンサに関しては、高精度化

と高安定動作の設計指針に基づき、実用開発を継続している。国家プロジェクトである次世代ナノ加工技術に関し

ては、パターンを有する構造体に対しても平面、側壁ともナノレベルの平滑性を実証し、超精密加工への適用及び

デバイス開発を進めている。 
  

以上の研究開発費総額は8,032百万円である。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において、判断したものである。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しているが、採

用する会計基準には、期末日における資産・負債の評価及び報告期間の収益・費用の計上額に影響を与える当社の

判断又は見積りを伴うものが含まれている。 

当社は、このような判断又は見積りを過去の実績や当社グループの状況に応じ合理的と考えられる方法で行って

いるが、実際の結果と異なる場合がある。 

(2) 経営成績の分析 

①売上高 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比９．０％増収の１，２６２億５３百万円となった。 

この主な要因は、当社グループの関連するエレクトロニクス市場において、パーソナル・コンピュータ、携帯

電話などの情報通信市場、カーエレクトロニクス市場及び薄型テレビ（液晶・ＰＤＰ）などの民生機器市場がグ

ローバルに急拡大し、主力のコネクタ事業がこれらの市場において新製品の投入並びにグローバルマーケティン

グ強化による積極的な海外展開の推進による売上拡大に注力した結果、前連結会計年度比１４．８％の増収とす

ることができたためである。 

②営業利益 

当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度比３１億４９百万円増益の１１０億１６百万円となった。 

この主な要因は、価格競争の激化によるプライスダウンの影響はあったものの新製品の積極的な市場投入によ

る増収効果及び生産革新運動推進によるリードタイム短縮等のコストダウン及び販売費及び一般管理費等の諸経

費の抑制によるものである。 

③経常利益 

当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度比２８億６９百万円増益の９７億

４百万円となった。 

この主な要因は、営業利益の増加に加え、主として為替差益の発生による営業外収益（前連結会計年度比４億

８３百万円増）の増加及び主として製品ライフサイクル短命化に対応した定期的な製品統廃合に伴う棚卸資産、

有形固定資産の処分損失による営業外費用（前連結会計年度比７億６３百万円増）の増加によるものである。 

⑤当期純利益 

当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度比１９億３百万円増益の６２億６３百万円となった。 

この主な要因は、税金等調整前当期純利益の増加による法人税、住民税及び事業税の引当増に伴う税金費用

（前連結会計年度比９億６５百万円増）の増加によるものである。 



(3) 資金の流動性及び資本の源泉 

①キャッシュ・フロー 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、主として税金等調整前当期純利益及び減価償却費の

内部留保の増加及び法人税等の支払減により、前連結会計年度比５３億９３百万円収入増の１５９億２５百万円

のプラスとなった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、コネクタ事業を中心とする中・長期視野に立った土地・建物等のイン

フラ投資を積極的に実施したことから、前連結会計年度比５３億９２百万円支出増の１３７億８９百万円のマイ

ナスとなった。 

これにより、連結フリー・キャッシュ・フローは、過去最高の設備投資を実施しながらも、２１億３６百万円

のプラスとすることができた。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主として連結借入金の減少により、前連結会計年度比１９億８５百万

円支出減の２２億３１百万円のマイナスとなった。 

この結果、現金及び現金同等物の当期連結会計年度末残高は、１８６億８７百万円となった。 

②財務政策 

当社グループの運転資金需要の主な内訳は、当社グループ製品の新製品開発及び製造のための材料及び部品の

購入のほか、労務費、製造経費、販売費及び一般管理費等である。また、設備資金需要の主な内訳は、新製品開

発、製造及び生産性向上、品質向上のための設備投資と当社グループの永続的な成長と発展のための設備投資で

ある。 

こうした資金需要に対し当社グループは、今後もグローバルマーケティングの強化及び技術開発力の強化によ

る受注・売上の拡大と環境・品質を重視した『易しく、早く、安く、賢い』物作りを積極的に推進し、営業活動

によるキャッシュ・フローの創出に努めている。 

更に、財務対策として、売上債権の流動化、リースの有効活用等、資金調達の多様化推進並びに資産の効率化

を推進している。更にグループ資金調達リスクの回避及び資金コストの低減を図るためのコミット型タームロー

ン契約による資金調達枠の確保並びにキャッシュ・マネージメント・システム導入によるグループ内資金の効率

化など様々な対策を講じている。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

電子機器及び部品 

当社グループは平成16年度より内製化拡大による収益拡大を目指し、コネクタ事業を中心とする中長期視野に立

った一貫生産体制増強投資として、海外では航空電子(無錫)有限公司の工場棟建設、国内では弘前航空電子株式会

社のプレス工場棟建設、山形航空電子株式会社の精密プレス工場棟建設、当社においては昭島事業所の生産スペー

ス拡大のための厚生事務棟建設と土地・建物等のインフラ投資をグローバルに実行した。生産の自動化、省力化等

の合理化設備、各種金型設備投資を加えた当連結会計年度の設備投資は、国内生産連結子会社４社において総額３

４億３８百万円、海外生産連結子会社５社において総額２５億５７百万円となった。また、国内及び海外販売連結

子会社５社の設備投資総額は６億８百万円である。この結果、当社を含めた電子機器及び部品事業の設備投資総額

は１５１億６０百万円である。 

  

その他 

主として、物流業務の合理化を目的とした当連結会計年度の設備投資額は１９百万円である。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

昭島事業所 
(東京都昭島市) 

電子機器 
及び部品 

生産設備 5,355 5,245
1,011

(74,251)
4,577 16,189 

1,326
[41]

本社・営業所 
(東京都 
渋谷区他) 

その他 9 ―
―
(―)

43 53 380

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

弘前 
航空電子㈱ 

本社・工場 
(青森県 
弘前市) 

電子機器 
及び部品 

生産設備 

2,250 1,351
896

(80,556)
230 4,729 

408
[54]

山形 
航空電子㈱ 

本社・工場 
(山形県 
新庄市) 

2,149 892
360

(55,284)
173 3,575 

281
[11]

富士 
航空電子㈱ 

本社・工場 
(山梨県 
上野原市) 

349 195
917

(12,992)
20 1,482 

105
[2]

信州 
航空電子㈱ 

本社・工場 
(長野県 
下伊那郡) 

469 452
545

(59,929)
62 1,528 

139
[20]

ニッコー・ 
ロジスティ 
クス㈱ 

本社 
(東京都 
昭島市) 

その他 物流設備 399 55
3,265
(7,048)

36 3,757 
117
[9]



(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等は含まれていない。

２ ＪＡＥフィリピンズ・インコーポレーテッドは、土地を賃借しており、年間賃借料は19百万円である。賃借している土地

の面積は、〔 〕で記している。 

３ 航空電子(無錫)有限公司は、建物及び土地を賃借しており、年間賃借料は16百万円である。賃借している土地の面積は、

〔 〕で記している。 

４ 航空電子(呉江)有限公司は、建物及び土地を賃借しており、年間賃借料は8百万円である。賃借している土地の面積は、

〔 〕で記している。 

５ 現在休止中の主要な設備はない。 

６ 従業員数の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり、派遣社員を含まない。 

７ 上記の他、主要な設備のうち、連結会社以外から賃借している設備は以下のとおりである。 

(1) 提出会社 

(2) 国内子会社 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

台湾航空 
電子股份 
有限公司 

本社・工場 
(台湾省 
台中市) 

電子機器 
及び部品 

生産設備 

164 302
89

(8,211)
486 1,042 414

JAEオレ 
ゴン・イン
コーポレー
テッド 

本社・工場 
(米国オレ 
ゴン州) 

674 478
213

(161,874)
567 1,933 228

JAEフィリ 
ピンズ・ 
インコーポ
レーテッド 
  (注２) 

本社・工場 
(フィリピ 
ン・カビテ
州) 

301 145 〔25,249〕 504 951 407

航空電子 
(無錫) 
有限公司 
  (注３) 

本社・工場 
(中国江蘇
省無錫市) 

451 638 〔60,238〕 536 1,626 619

航空電子 
(呉江) 
有限公司 
  (注４) 

本社・工場 
(中国江蘇
省呉江市) 

19 655 〔2,905〕 55 730 408

事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の
内容 

台数 リース期間 年間リース料 

昭島事業所 
(東京都昭島市) 

電子機器 
及び部品 

生産用工具 １式 ３年 2,037百万円 

生産用機械 １式 ６～７年 779百万円 

会社名 
事業所名
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の
内容 

台数 リース期間 年間リース料 

弘前 
航空電子㈱ 

本社・工場
(青森県 
弘前市) 

電子機器 
及び部品 

生産用工具 １式 ３年 141百万円 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

平成18年３月31日現在において計画中の設備の新設、拡充の主なものは次のとおりである。 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれていない。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はない。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の
内容 

投資予定額(百万円) 資金調達
方法 

着手年月 
完了予定
年月 

総額 既支払額

提出会社 昭島事業所 
(東京都昭島市) 

電子機器 
及び部品 

生産設備
等 

8,100 1,412 

自己資金

平成17年３月 平成19年3月

弘前航空電子㈱ 本社・工場 
(青森県弘前市) 860 65 平成17年６月 平成19年3月

山形航空電子㈱ 本社・工場 
(山形県新庄市) 950 5 平成17年10月 平成19年3月

信州航空電子㈱ 
本社・工場 
(長野県下伊那
郡) 

820 0 平成18年３月 平成19年3月

台湾航空電子 
股份有限公司 

本社・工場 
(台湾省台中市) 460 26 平成17年９月 平成19年3月

JAEオレゴン・ 
インコーポレー
テッド 

本社・工場 
(米国オレゴン
州) 

250 109 平成17年３月 平成19年3月

JAE フ ィリピン
ズ・インコーポ
レーテッド 

本社・工場 
(フィリピン・カ
ビテ州) 

390 ― 平成18年４月 平成19年3月

香港航空電子 
有限公司 

本社 
(中国香港) 470 ― 平成18年４月 平成19年3月

航空電子(無錫) 
有限公司 

本社・工場 
(中国江蘇省 
無錫市) 

890 ― 平成18年４月 平成19年3月

航空電子(呉江) 
有限公司 

本社・工場 
(中国江蘇省 
呉江市) 

90 ― 平成18年４月 平成19年3月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

（注） 平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より150,000,000株増加

し、350,000,000株となっている。 

  

② 【発行済株式】 

  

（注） 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれていない。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月23日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 92,302,608 同左 
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 92,302,608 同左 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

（注）１ 新株予約権１個につき普通株式1,000株。ただし、（注）２に定める株式数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。 
   ２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調

整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じ
る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

        調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
   ３ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使に伴う株式

の発行を除く）、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 
                            新規発行株式数×１株当たり払込金額 
                     既発行株式数＋――――――――――――――――― 
                               分割・新規発行前の株価    
     調整後払込価額＝調整前払込価額×―――――――――――――――――――――――― 
                      既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

株主総会の特別決議日（平成16年６月25日） 

  事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 68個（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 68,000株（注）２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,347円（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～
平成22年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 
発行価格 １株当たり1,347円
資本組入額 １株当たり674円 

同左 

新株予約権の行使の条件 ① 新株予約権の割当てを受け
た者は、権利行使時において
も、当社の取締役若しくは従業
員(理事)の地位にあることを要
する。 
ただし、権利行使期間中に退任、
退職により対象者としての地位を
喪失した場合は、喪失後１年間に
限り新株予約権の行使を認める。
（※本来の権利行使期間を限度と
する。） 

同左 

  なお、平成18年６月30日までに退
任、退職により対象者としての地
位を喪失した場合は、平成18年７
月１日から１年間に限り新株予約
権の行使を認める。 
② 新株予約権の相続は認めな
い。 
③ その他の新株予約権の行使
に関する条件については、第74
期定時株主総会及び新株予約権
発行の取締役会決議に基づき、
当社と新株予約権者との間で締
結する「新株予約権付与契約」
に定めるところによる。 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締
役会の承認を要する。 

同左 



  

（注）１ 新株予約権１個につき普通株式1,000株。ただし、（注）２に定める株式数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。 
   ２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調

整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じ
る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

        調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
   ３ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使に伴う株式

の発行を除く）、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 
                            新規発行株式数×１株当たり払込金額 
                     既発行株式数＋――――――――――――――――― 
                               分割・新規発行前の株価    
     調整後払込価額＝調整前払込価額×―――――――――――――――――――――――― 
                      既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

株主総会の特別決議日（平成17年６月24日） 

  事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 59個（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 59,000株（注）２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,233円（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～
平成23年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 
発行価格 １株当たり1,233円
資本組入額 １株当たり617円 

同左 

新株予約権の行使の条件 ① 新株予約権の割当てを受け
た者は、権利行使時において
も、当社の取締役若しくは従業
員(理事)の地位にあることを要
する。 
ただし、権利行使期間中に退任、
退職により対象者としての地位を
喪失した場合は、喪失後１年間に
限り新株予約権の行使を認める。
（※本来の権利行使期間を限度と
する。） 

同左 

  なお、平成19年６月30日までに退
任、退職により対象者としての地
位を喪失した場合は、平成19年７
月１日から１年間に限り新株予約
権の行使を認める。 
② 新株予約権の相続は認めな
い。 
③ その他の新株予約権の行使
に関する条件については、第75
期定時株主総会及び新株予約権
発行の取締役会決議に基づき、
当社と新株予約権者との間で締
結する「新株予約権付与契約」
に定めるところによる。 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締
役会の承認を要する。 

同左 



 (3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) 転換社債の株式転換による増加である。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式590,058株は「個人その他」の欄に590単元、「単元未満株式の状況」の欄に58株をそれぞれ含めて記載してあ
る。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1単元含まれている。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成12年３月31日(注) 55,420 92,302,608 38 10,690 38 14,431 

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 62 31 89 82 1 5,465 5,730 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 41,660 521 23,915 12,430 5 12,941 91,472 830,608 

所有株式数 
の割合(％) 

― 45.55 0.57 26.14 13.58 0.01 14.15 100.00 ― 



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）の所有株式数
13,800千株は、日本電気株式会社から同信託銀行へ信託設定された信託財産である。 
なお、信託約款上、当該株式の議決権は日本電気株式会社が留保している。 
２ 大株主は平成18年３月31日付の株主名簿に基づくものである。なお、次の法人から、当期中に大量保有報告書および同報
告書の変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受けているが、当期末現在における当該法人名義
の実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

※ユーエフジェイ信託銀行株式会社は平成17年10月１日付で三菱信託銀行株式会社と合併し、三菱ユーエフジェイ信託銀行株式
会社に商号を変更している。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本電気株式会社 東京都港区芝５丁目７番１号 22,491 24.37 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（住友信託銀行再信託
分・日本電気株式会社退職給付信
託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 13,800 14.95 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 12,086 13.09 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 6,003 6.50 

バンク オブ ニューヨーク ヨ
ーロッパ リミテッド ルクセン
ブルグ １３１８００ 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業務
室） 

6D ROUTE DE TREVES L-2633 SENNINGERBERG
  
  
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

3,893 4.22 

資産管理サービス信託銀行株式社 
（信託Ｂ口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 晴海アイ
ランド トリトンスクエア オフィスタワー
Ｚ棟 

1,329 1.44 

資産管理サービス信託銀行株式会
社（年金特金口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 晴海アイ
ランド トリトンスクエア オフィスタワー
Ｚ棟 

1,060 1.15 

日本トラスティ・サービス信託行
株式会社 （信託口４） 

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 802 0.87 

ユニオン バンケ プリベ ルク
センブルグ エスエー ４９７２
００ 
（常任代理人 株式会社三井住友
銀行資金証券サービス部） 

18, BOULEVARD ROYAL L-2449 LUXEMBOURG 
LUXEMBOURG 
  
（東京都千代田区丸の内１丁目３－２） 

682 0.74 

バンク オブ ニユーヨーク ジ
ーシーエム クライアント アカ
ウンツ イー アイエスジー 
（常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行カストディ業務部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
  
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

645 0.70 

計 ― 62,792 68.03 

氏名又は名称 所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズＬｔｄ 他５社 8,007 8.67

野村アセットマネジメント株式会社 他３社 4,425 4.79

住友信託銀行株式会社 他１社 4,323 4.68

ユーエフジェイ信託銀行株式会社 他１社 ※ 2,238 2.42



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権1個）が含まれている。
従って、「総株主の議決権」欄の議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式の議決権1個が含まれている。 

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式58株が含まれている。 
  

② 【自己株式等】 
平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）

普通株式 
590,000    

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式
90,882,000 

90,882 同上 

単元未満株式 
普通株式
830,608 

― 1単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 92,302,608 ― ― 

総株主の議決権 ― 90,882 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
日本航空電子工業株式会社 

東京都渋谷区道玄坂 
１丁目21番２号 

590,000 ― 590,000 0.64 

計 ― 590,000 ― 590,000 0.64 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用している。 

①平成17年６月24日定時株主総会決議 
 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権発行日に在任する取締役および同日に在籍する
従業員（理事）に対して特に有利な条件をもってストック・オプションとして新株予約権を発行することを平成17年６月24日の
定時株主総会において特別決議され、同日開催の取締役会において、その具体的な内容につき決議されたものである。 
 当該制度の内容は、次のとおりである。 

  

  

決議年月日 平成17年６月24日
付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び従業員（理事） 計29名
新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。
株式の数 59,000株
新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。
新株予約権の行使期間 同上
新株予約権の行使の条件 同上
新株予約権の譲渡に関する事項 同上



②平成18年６月23日定時株主総会決議 
 当該制度は、ストック・オプション報酬額として、新株予約権発行日に在任する取締役に対して新株予約権を発行することを
平成18年６月23日の定時株主総会において決議され、同日開催の取締役会において、その具体的な内容につき決議されたもので
ある。 
 当該制度の内容は、次のとおりである。 
  

（注）１ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調
整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生
じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 
   ２ 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は1,000株。ただし、上記（注）１に定める株式の数の調整を行った場合は、

同様の調整を行う。 
   ３ 新株予約権１個当たりの出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下、払込価額とする）

に（注）２で定める新株予約権１個当たりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 
払込価額は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）の東京証券取引所における当社株
式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。 
ただし、当該金額が新株予約権発行の日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、
当該終値とする。 
なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使に伴
う株式の発行を除く）、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成18年６月23日
付与対象者の区分及び人数 当社取締役 13名
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 
①株式の数 50,000株（注）１
②新株予約権の発行総数 50個（注）２ 

新株予約権の発行価額 

新株予約権の付与日においてブラック・ショールズ・モデルによ
り算定した価額を発行価額とする。ただし、新株予約権を引き受
けようとする者は当該発行価額に相当する金銭の払込みに代え
て、その者が当社に対して有するストック・オプション報酬請求
権と相殺するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）３
新株予約権の割当日 平成18年７月10日
新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成24年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する
資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出される資
本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満
の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する
資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記
①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当
社の取締役の地位にあることを要する。ただし、任期満了によ
る退任その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの
限りではない。 

②新株予約権の相続は認めない。 
③その他の新株予約権の行使に関する条件については、第76期定
時株主総会及び新株予約権の募集事項を決定する取締役会の決
議に基づき、当社と新株予約権を引き受けようとする者との間
で締結する「新株予約権付与契約」に定めるところによる。 

新株予約権の取得の条件 

当社は、次の事由が生じた場合は、取締役会が別途定める日に当
該新株予約権者の有する新株予約権の全部を無償で取得すること
ができる。 
①当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合 
②当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案並びに株式移転
の議案につき株主総会で承認された場合 

端数がある場合の取り扱い 
新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に
満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による
承認を要するものとする。 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調 整 後 
＝ 
調 整 前 

× 
分割・新規発行前の株価 

払 込 価 額 払 込 価 額 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



③平成18年６月23日定時株主総会決議 
 当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、新株予約権発行日に在籍する従業員（理事）に対して特に
有利な条件をもってストック・オプションとして新株予約権を発行することを平成18年６月23日の定時株主総会において決議さ
れ、同日開催の取締役会において、その具体的な内容につき決議されたものである。 
 当該制度の内容は、次のとおりである。 
  

（注）１ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調
整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生
じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 
   ２ 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は1,000株。ただし、上記（注）１に定める株式の数の調整を行った場合は、

同様の調整を行う。 
   ３ 新株予約権１個当たりの出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下、払込価額とする）

に（注）２で定める新株予約権１個当たりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 
払込価額は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）の東京証券取引所における当社株
式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。 
ただし、当該金額が新株予約権発行の日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、
当該終値とする。 
なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使に伴
う株式の発行を除く）、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成18年６月23日 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員（理事） 20名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 
①株式の数 20,000株（注）１
②新株予約権の発行総数 20個（注）２ 

新株予約権の発行価額 新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない。 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）３ 

新株予約権の割当日 平成18年７月10日 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成24年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する

資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出される資

本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する

資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記

①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社

の取締役又は従業員（理事）の地位にあることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理

由があると認めた場合はこの限りではない。 

②新株予約権の相続は認めない。 

③その他の新株予約権の行使に関する条件については、第76期定

時株主総会及び新株予約権の募集事項を決定する取締役会の決

議に基づき、当社と新株予約権を引き受けようとする者との間

で締結する「新株予約権付与契約」に定めるところによる。 

新株予約権の取得の条件 

当社は、次の事由が生じた場合は、取締役会が別途定める日に当

該新株予約権者の有する新株予約権の全部を無償で取得すること

ができる。 

①当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合 

②当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案並びに株式移転

の議案につき株主総会で承認された場合 

端数がある場合の取り扱い 
新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に
満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による

承認を要するものとする。 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調 整 後 
＝ 
調 整 前 

× 
分割・新規発行前の株価 

払 込 価 額 払 込 価 額 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】   普通株式 

イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

   該当事項なし。 

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

   該当事項なし。 

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

  
平成18年６月23日現在

（注）１ 買受け期間 平成17年８月１日～平成17年10月31日 
２ 未行使割合が５割以上である理由 
経済情勢及び市場動向並びに経営環境を総合的に勘案した結果、自己株式の買受けを見送ったためである。 

  
平成18年６月23日現在

（注）１ 買受け期間 平成17年11月１日～平成18年３月31日 
２ 未行使割合が５割以上である理由 
経済情勢及び市場動向並びに経営環境を総合的に勘案した結果、自己株式の買受けを見送ったためである。 

  
平成18年６月23日現在

（注）１ 買受け期間 平成18年４月１日～平成18年６月22日 
２ 未行使割合が５割以上である理由 
経済情勢及び市場動向並びに経営環境を総合的に勘案した結果、自己株式の買受けを見送ったためである。 

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

取締役会での決議状況 
（平成17年７月29日決議） 

3,000,000 4,000,000 

前決議期間における取得自己株式 ― ― 

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 4,000,000 

未行使割合(％) 100.0 100.0 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

取締役会での決議状況 
（平成17年10月28日決議） 

3,000,000 4,000,000 

前決議期間における取得自己株式 ― ― 

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 4,000,000 

未行使割合(％) 100.0 100.0 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

取締役会での決議状況 
（平成18年３月29日決議） 

3,000,000 4,000,000 

前決議期間における取得自己株式 ― ― 

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 4,000,000 

未行使割合(％) 100.0 100.0 



  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

   該当事項なし。 

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成18年６月23日現在

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、当期業績の向上を重視する中で、中長期的な財務体質の改善を図りながら株主の皆様に対する安定的な利

益還元を行うことを経営の最重要課題の一つと考えている。 

当期は中間配当金として１株当たり４円を実施し、期末配当金については１円増配の１株当たり５円の実施を決定

した。この結果、年間配当金は１株当たり９円となった。 

（注）当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年10月28日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 245,000 

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 745 780 1,275 1,379 1,888 

最低(円) 373 456 535 912 1,046 

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,400 1,588 1,733 1,888 1,834 1,755 

最低(円) 1,245 1,290 1,507 1,555 1,495 1,542 



５【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

会   長 
代表取締役 

―― 篠 崎 雅 美 昭和12年３月22日生

昭和35年４月
平成３年６月
平成６年６月
平成９年６月
平成11年６月
平成11年６月
平成18年６月

日本電気株式会社入社
取締役 
常務取締役 
専務取締役 
専務取締役退任 
当社取締役社長 
会長(現) 

39

社   長 
代表取締役 

―― 秋 山 保 孝 昭和22年９月25日生

昭和45年４月
平成７年７月
平成８年７月
平成11年６月
平成13年６月
平成15年５月
平成16年６月
平成17年６月
平成18年６月

当社入社
精機事業部長代理 
コネクタ事業部長代理 
弘前航空電子株式会社取締役社長 
当社取締役 
コネクタ事業部長 
常務取締役 
専務取締役 
社長(現) 

10

専務取締役 ―― 増 成   肇 昭和19年１月１日生

昭和41年４月
平成９年７月
平成10年６月
平成10年６月

  
平成12年４月
平成13年６月
平成15年７月

  
平成18年６月

日本電気株式会社入社
当社海外営業本部長 
取締役 
JAEエレクトロニクス・インコー
ポレーテッド会長(現) 
当社支配人 
常務取締役 
航空電子(上海)国際貿易有限公司
董事長 
当社専務取締役(現) 

11

常務取締役 
コネクタ 
事業部長 

堀 江 和 民 昭和23年４月14日生

昭和46年４月
平成９年10月
平成10年７月
平成12年２月
平成15年５月
平成15年６月
平成17年６月
平成18年６月

当社入社
コネクタ事業部長代理 
コネクタ第二営業本部長代理 
コネクタ事業部長代理 
弘前航空電子株式会社取締役社長 
当社取締役 
コネクタ事業部長(現) 
常務取締役(現) 

4

常務取締役 
航機 
事業部長 

島 村 正 人 昭和23年２月25日生

昭和46年４月
平成９年７月
平成13年４月

  
平成14年６月
平成16年６月
平成18年６月

当社入社
航機事業部長代理 
航機事業部長代理兼航機営業本部
長代理 
航機事業部長(現) 
取締役 
常務取締役(現) 

9

取締役 経理部長 長 谷 川 清 昭和22年11月16日生

昭和45年４月
平成７年７月
平成９年１月
平成14年６月

当社入社
経理部長代理 
経理部長(現) 
取締役(現) 

12

取締役 
中央 
研究所長 

潟 岡   泉 昭和22年４月24日生

昭和47年４月
平成11年７月
平成12年６月
平成16年６月

当社入社
中央研究所長代理 
中央研究所長(現) 
取締役(現) 

6

取締役 
コネクタ 
第一営業 
本部長 

玉 置 隆 志 昭和24年５月24日生

昭和47年４月
平成９年７月
平成11年６月
平成13年６月
平成14年12月
平成16年６月
平成16年６月
平成18年２月

  
平成18年６月

当社入社
コネクタ第一営業本部長代理 
コネクタ第三営業本部長 
コネクタ販売推進本部長 
コネクタ営業企画本部長 
取締役(現) 
支配人 
コネクタ営業企画本部長兼コネク
タ第一営業本部長 
コネクタ第一営業本部長(現) 

8

取締役 支配人 星   勝 敏 昭和24年７月６日生

昭和47年４月
平成12年７月
平成16年６月
平成18年１月
平成18年６月

当社入社
総務人事部長 
取締役(現) 
ニッコー産業株式会社社長(現) 
当社支配人(現) 

3



  

(注) 監査役梅澤治為及び監査役中村哲也は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 
プロダクト 
マーケティング 
本部長 

河 邉 夏 樹 昭和22年７月10日生

昭和45年４月
平成７年７月
平成10年７月
  
平成12年３月
平成17年６月
平成17年７月

  
平成18年４月

当社入社
コネクタ事業部長代理 
プロダクトマーケティング本部長
代理 
プロダクトマーケティング本部長 
取締役(現) 
プロダクトマーケティング本部長
兼コネクタ開発本部長 
プロダクトマーケティング本部長
(現) 

10

取締役 ―― 武 田 克 明 昭和23年６月10日生

昭和46年４月
平成９年10月
平成11年２月

  
平成16年３月
平成17年６月

当社入社
コネクタ事業部長代理 
JAEフィリピンズ・インコーポレ
ーテッド取締役社長 
山形航空電子株式会社社長(現) 
当社取締役(現) 

4

取締役 経営企画部長 高 橋 康 英 昭和23年８月15日生

昭和46年４月
平成８年７月
平成12年７月
平成17年６月

当社入社
コネクタ販売推進本部長代理 
経営企画部長(現) 
取締役(現) 

5

取締役 
第一海外 
営業本部長 

野 呂 瀬 昇 昭和24年12月15日生

昭和47年４月
平成14年４月
平成18年６月

  

日本電気株式会社入社
当社第二海外営業本部長 
取締役(現) 
第一海外営業本部長(現) 
香港航空電子有限公司董事長(現) 
航空電子(上海)国際貿易有限公司
董事長(現) 

2

監査役 
（常勤） 

―― 塩 野 義 雄 昭和20年５月２日生
昭和39年４月
平成11年７月
平成18年６月

当社入社
コネクタ事業部長代理 
監査役(常勤)(現) 

2

監査役 
（常勤） 

―― 兼 八 健 二 昭和23年４月５日生
昭和46年４月
平成11年７月
平成16年６月

当社入社
経理部長代理 
監査役(常勤)(現) 

3

監査役 ―― 梅 澤 治 為 昭和14年３月５日生

昭和36年４月
平成６年７月
平成15年12月
平成18年６月

八幡製鐵株式会社入社
トピー工業株式会社常務取締役 
弁護士登録(現) 
当社監査役(現) 

―

監査役 ―― 中 村 哲 也 昭和33年12月25日生
昭和58年４月
平成16年４月
平成17年６月

日本電気株式会社入社
経営企画部長（現） 
当社監査役(現) 

―

計 128



  
６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、開拓・創造・実践の企業理念に基づく企業経営を遂行することにより適正なる利益を確保し、企業価値を
高め、持続可能な社会の創造に貢献することを目指し、関係法令を遵守し、株主、お客様、取引先、地域社会をはじ
めとする利害関係者（ステークホルダー）に対する社会的責任を果たすことがコーポレート・ガバナンスの趣旨であ
ると考えている。 
以上の基本的考え方に基づく当事業年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日）における当社のコーポレート・
ガバナンスの状況は次のとおりである。 

（１）会社の機関の基本説明 

当社は、経営上の意思決定、業務執行及び内部統制に係る経営管理組織として、取締役１４名で構成される取
締役会、役付取締役４名を中心に構成される経営会議、取締役と経営幹部で構成される事業執行会議、幹部会議
を設置し、迅速な意思決定と機動的な経営のできる体制をとっている。 
また、常勤監査役２名と非常勤社外監査役２名で構成される監査役制度を採用しており、更に、内部監査部門
として監査室を設置している。 

 
（注）当社が設置している上記経営管理組織における取締役及び監査役の人員は、当事業年度末現在で記載し

ており、平成18年６月23日開催の定時株主総会において役員の改選が行われ、本有価証券報告書提出日
現在の人員は、取締役１３名（うち役付取締役５名）、監査役４名（うち非常勤社外監査役２名）であ
る。 

 



  

（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

取締役会は月１回の定時取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、重要な業務執行の決定、職務執
行及び内部統制の実施状況の監督を行い、その状況の報告を受けている。 
経営会議は月１回開催し、中長期的な経営上の重要方針に関する事項について討議を行っている。 
事業執行会議は月２回開催し、経営環境の変化にすばやく対応するため、子会社を含めたグローバルな視点で
の業務執行状況の報告と具体的対策の決定など迅速な意思決定を行っている。 
幹部会議は月１回開催し、事業執行上必要とする経営方針及び事業執行面における指示の伝達及び討議、社内
各部門の情報交換を行っている。 
監査役は、取締役会をはじめ重要な会議に出席し、必要ある場合に意見を述べるとともに、企業集団の職務監
査並びに重要書類の閲覧等、取締役の職務執行を監査している。 
監査室は、子会社を含めた業務監査など随時内部監査を実施し、リスクの発見・予防に努めている。 
以上のほか、企業倫理及び環境面に関しては、特に注力して全社的取り組みを行っており、関連法令の遵守及
び子会社、取引先を含めた社内教育・啓蒙活動を積極的に行っている。 

（３）役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額          92百万円 
監査役の年間報酬総額          32百万円 

（４）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   27百万円 

（５）社外監査役との関係 

（注）１ 上記社外監査役２名は、当社のその他の関係会社である日本電気株式会社の従業員であり、当社は同社
と営業取引を行っているが、当社と関係を有しない他の取引先と同様の取引によっており、社外監査役
が直接利害関係を有するものではない。 

２ 社外監査役小村正幸は、平成18年６月23日開催の定時株主総会終結のときをもって辞任し、新たに社外
監査役梅澤治為が選任されている。 

（６）会計監査の状況 

当社は旧商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査に新日本監査法人を選任しており、当事業
年度における会計監査の体制は以下のとおりである。 
業務を執行した公認会計士の氏名 
  指定社員 業務執行社員  浜田正継 

指定社員 業務執行社員  千葉 彰 
監査業務に係る補助者の構成 
  公認会計士  ７名 
  会計士補   13名 

氏名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係 

小村正幸 (注)２ その他の関係会社 
の従業員 

―― (注)１ ―― 

中村哲也 その他の関係会社 
の従業員 

―― (注)１ ―― 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新

日本監査法人の監査を受けている。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成17年３月31日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     18,311     18,687   

２ 受取手形及び売掛金     20,188     23,300   

３ 棚卸資産     11,724     12,416   

４ 繰延税金資産     1,585     1,620   

５ その他     4,877     5,334   

６ 貸倒引当金     △67     △112   

流動資産合計     56,620 58.8   61,246 57.6 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産 ※
１ 
２ 

            

１ 建物及び構築物     9,189     12,537   

２ 機械装置及び運搬具     9,358     10,436   

３ 工具器具及び備品     5,603     5,981   

４ 土地     4,616     4,791   

５ 建設仮勘定     1,717     1,620   

有形固定資産合計     30,484 31.7   35,366 33.3 

(2) 無形固定資産     1,865 1.9   1,811 1.7 

(3) 投資その他の資産               

１ 投資有価証券 ※
２ 
３ 

  1,566     2,747   

２ 長期貸付金     347     381   

３ 繰延税金資産     3,276     3,615   

４ その他     2,296     1,238   

５ 貸倒引当金     △173     △156   

投資その他の資産合計     7,312 7.6   7,825 7.4 

固定資産合計     39,662 41.2   45,003 42.4 

資産合計     96,283 100.0   106,250 100.0 



  

  

  
前連結会計年度

(平成17年３月31日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     23,574     26,350   

２ 短期借入金 ※２   3,878     3,763   

３ 未払法人税等     918     2,974   

４ 繰延税金負債     19     5   

５ その他     6,032     7,070   

流動負債合計     34,423 35.7   40,164 37.8 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※２   5,786     4,406   

２ 繰延税金負債     193     139   

３ 退職給付引当金     10,280     8,966   

４ その他 ※４   382     320   

固定負債合計     16,642 17.3   13,833 13.0 

負債合計     51,066 53.0   53,997 50.8 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金     10,690 11.1   10,690 10.1 

Ⅱ 資本剰余金     14,435 15.0   14,431 13.6 

Ⅲ 利益剰余金     22,134 23.0   27,577 26.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     297 0.3   646 0.6 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,824 △1.9   △583 △0.6 

Ⅵ 自己株式 ※５   △517 △0.5   △510 △0.5 

資本合計     45,216 47.0   52,252 49.2 

負債及び資本合計     96,283 100.0   106,250 100.0 



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     115,808 100.0   126,253 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※３   87,694 75.7   94,748 75.0 

売上総利益     28,113 24.3   31,504 25.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※
１ 
３ 

  20,245 17.5   20,488 16.3 

営業利益     7,867 6.8   11,016 8.7 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   58     102     

２ 受取配当金   31     138     

３ 為替差益   58     378     

４ 連結調整勘定償却額   76     76     

５ その他   232 458 0.4 246 942 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   181     149     

２ 棚卸資産廃棄損   881     918     

３ 固定資産除却損 ※２ 218     957     

４ その他   209 1,491 1.3 230 2,254 1.7 

経常利益     6,834 5.9   9,704 7.7 

税金等調整前 
当期純利益 

    6,834 5.9   9,704 7.7 

法人税、住民税 
及び事業税 

  2,522     4,002     

法人税等調整額   △47 2,475 2.1 △561 3,441 2.7 

当期純利益     4,359 3.8   6,263 5.0 



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)
 

          

Ⅰ 資本剰余金期首残高     14,431   14,435 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

自己株式処分差益     4   ― 

Ⅲ 資本剰余金減少高           

自己株式処分差損     ―   4 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     14,435   14,431 

(利益剰余金の部)
 

          

Ⅰ 利益剰余金期首残高     18,575   22,134 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

 当期純利益   4,359 4,359 6,263 6,263 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   735   733   

２ 取締役賞与金   65   53   

３ 自己株式処分差損   ―   2   

４ 連結会社増加に伴う剰余
金減少高 

  ― 800 30 819 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     22,134   27,577 



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       
１ 税金等調整前当期純利益   6,834 9,704 
２ 減価償却費   6,604 7,691 
３ 貸倒引当金の増加額   17 35 
４ 退職給付引当金の増加額又は減少額(△)   49 △1,313 
５ 受取利息及び受取配当金   △90 △240 
６ 支払利息   181 149 
７ 為替差損   2 71 
８ 有形固定資産除却損   218 939 
９ 投資有価証券売却益(△)又は売却損   △24 0 
10 会員権評価損   30 ― 
11 売上債権の増加額(△)又は減少額   1,167 △2,624 
12 棚卸資産の増加額(△)又は減少額   903 △192 
13 仕入債務の増加額又は減少額(△)   △104 3,297 
14 未払消費税の減少額   △221 △577 
15 取締役賞与金の支払額   △65 △53 
16 その他   △975 1,618 

小計   14,529 18,506 

17 利息及び配当金の受取額   89 234 
18 利息の支払額   △181 △149 
19 法人税等の支払額   △3,933 △2,092 
20 その他   29 △573 

営業活動によるキャッシュ・フロー   10,532 15,925 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       
１ 短期貸付金増加額（△）又は減少額   12 △1 
２ 有形固定資産の取得による支出   △11,369 △15,643 
３ 有形固定資産の売却による収入   3,889 3,042 
４ 投資有価証券の取得による支出   ― △655 
５ 投資有価証券の売却による収入   44 3 
６ 長期貸付による支出   △3 △47 
７ 長期貸付金の回収による収入   69 56 
８ その他   △1,040 △543 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △8,397 △13,789 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       
１ 短期借入金減少額   △162 △100 
２ 長期借入れによる収入   ― 1,500 
３ 長期借入金の返済による支出   △3,106 △2,898 
４ 自己株式の取得による支出   △258 △68 
５ 配当金の支払額   △735 △734 
６ その他   45 69 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △4,217 △2,231 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   133 367 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△)   △1,948 272 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   20,260 18,311 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額   ― 103 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 18,311 18,687 



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 14社 

連結子会社名は、「第１ 企業の

概況 ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略した。 

(1) 連結子会社の数 15社 

連結子会社名は、「第１ 企業の

概況 ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略した。 

なお、航空電子（上海）国際貿易

有限公司は、連結財務諸表におけ

る重要性が増したため、当連結会

計年度より連結子会社とした。 

  (2) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社名は、「第１ 企業

の概況 ３ 事業の内容」に記載し

ているため省略した。 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社７社は、総資産、売

上高、利益及び利益剰余金等に関

して、いずれも小規模であり、全

体として連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため連結の範

囲から除外した。 

(2) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社名は、「第１ 企業

の概況 ３ 事業の内容」に記載

しているため省略した。 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社６社は、総資産、売

上高、利益及び利益剰余金等に関

して、いずれも小規模であり、全

体として連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため連結の範

囲から除外した。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社７社並びに関連会社の

JRPリアルティ・ホールディング・イ

ンコーポレーテッドについては、連結

利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、全体としても重要性が乏

しいため、これらの会社に対する投資

については、持分法を適用せず原価法

により評価している。 

非連結子会社６社並びに関連会社の

JRPリアルティ・ホールディング・イ

ンコーポレーテッド及びDJプレシジ

ョン㈱については、連結利益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、全体としても重要性が乏しいた

め、これらの会社に対する投資につ

いては、持分法を適用せず原価法に

より評価している。 

なお、DJプレシジョン㈱は平成17年

７月１日付で設立した関連会社（当

社出資比率30％）である。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、航空電子(無錫)有

限公司及び航空電子(呉江)有限公司の

決算日は、12月31日である。連結財務

諸表を作成するにあたっては、前連結

会計年度まで、同日現在の財務諸表を

使用していたが、連結財務情報開示の

透明性並びに質向上を図るため、当連

結会計年度より連結決算日現在で本決

算に準じた仮決算を行った財務諸表を

使用することとした。 

 なお、この仮決算の初年度となる当

連結会計年度の当該２社の財務諸表

は、平成16年１月１日から平成17年３

月31日まで15ヶ月決算を行っている

が、連結財務諸表への影響は軽微であ

る。 

連結子会社のうち、航空電子(無錫)有

限公司、航空電子(呉江)有限公司及び

航空電子（上海）国際貿易有限公司は

決算日が12月31日である。連結財務諸

表を作成するにあたっては、連結決算

日現在で実施した本決算に準じた仮決

算に基づく財務諸表を使用している。 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事
項 
1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 
  

 
  
(1) 有価証券 
  その他有価証券 
  時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に
基づく時価法 
(評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は
移動平均法により算定) 

  時価のないもの 
   移動平均法による原価法 

  
(1) 有価証券 
  その他有価証券 
  時価のあるもの 

同左 
  
  
  
  

  時価のないもの 
    同左 

  (2) デリバティブ 
      時価法 

(2) デリバティブ
同左 

  (3) 棚卸資産 
主として総平均法による原価法
である。 

(3) 棚卸資産
同左 

2) 重要な減価償却資産の 
減価償却の方法 

有形固定資産 
建物は当社及び連結子会社14社
のうち12社が定額法、２社が定
率法、建物以外については当社
及び連結子会社８社が定率法、
６社が定額法を採用している。 
ただし、当社及び連結子会社６
社の少額減価償却資産(取得価額
10万円以上、20万円未満)につい
ては、一括して３年間で均等償
却する方法によっている。 
なお、主な耐用年数は以下の通
りである。 
建物及び構築物   ３～50年 
機械装置及び運搬具 ３～12年 
工具器具及び備品  ２～20年 

有形固定資産
建物は当社及び連結子会社15社
のうち13社が定額法、２社が定
率法、建物以外については当社
及び連結子会社８社が定率法、
７社が定額法を採用している。 
ただし、当社及び連結子会社６
社の少額減価償却資産(取得価額 
10万円以上、20万円未満)につい
ては、一括して３年間で均等償
却する方法によっている。 
なお、主な耐用年数は以下の通
りである。 
建物及び構築物   ３～50年 
機械装置及び運搬具 ３～12年 
工具器具及び備品  ２～20年 

3) 重要な引当金の計上基
準 

(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備え
るため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上している。 

(1) 貸倒引当金
同左 

  



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当連結会計年度
末において発生していると認め
られる額を計上している。 
会計基準変更時差異は、主とし
て15年による按分額を費用処理
している。 
数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(15年)による定額法
により、それぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理することとし
ている。 

(2) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当連結会計年度末において
発生していると認められる額を計
上している。 
会計基準変更時差異は、主として
15年による按分額を費用処理して
いる。 
数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(15年)による定額法
により、それぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理することとし
ている。 
（追加情報） 
当社及び国内連結子会社３社は、
これまで確定給付型の制度とし
て、退職金規定に基づく退職一時
金制度並びに税制適格年金制度を
併用していたが、当社においては
平成17年７月、国内連結子会社３
社においては、平成18年１月に労
使合意により退職金全額を確定給
付型企業年金制度（規約型）に変
更している。この変更に伴い発生
した過去勤務債務については、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により費用処理するこ
ととしている。なお、この制度変
更により、経常利益及び税金等調
整前当期純利益が95百万円増加
し、当期純利益が46百万円増加し
ている。 

4) 重要なリース取引の処
理方法 

  

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ
ている。 

同左



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

5) 重要なヘッジ会計の方

法 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっている。た

だし、金利スワップの特例処理の

要件を満たすものについては、同

特例処理を採用している。また、

為替予約及び通貨スワップの振当

処理の要件を満たすものについて

は、同振当処理を採用している。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

  デリバティブ取引(金利スワップ

取引、為替予約取引及び通貨スワ

ップ取引) 

  ヘッジ対象 

  変動金利による借入金 

外貨建金銭債権債務 

(3) ヘッジ方針 

  投機的な取引は一切行わない方針

である。なお、借入金に係る金利

変動リスク及び外貨建取引の為替

変動リスクを回避するため、デリ

バティブ取引を利用している。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計とを比率分析す

る方法により有効性の評価を行っ

ている。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  

  

ヘッジ対象 

同左 

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  

  

6) 消費税等の会計処理 税抜方式によっている。 同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっている。 

同左 

  

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は発生時以後５年で均等

償却することにしている。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成してい

る。 

同左 

  

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的投資からなる。 

同左 

  



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（重要な資産の評価基準及び評価方法） 

当社及び連結子会社１社は、棚卸資産の評価基準及び評

価方法について、最近の市場における価格競争の激化に

よる価格変動を適時に反映させ、より適正な棚卸資産の

評価額を算定するため、当連結会計年度より後入先出法

による原価法から総平均法による原価法に変更してい

る。 

なお、この変更に伴う損益への影響は軽微である。 

――――――――― 

（重要な減価償却資産の減価償却の方法） 

連結子会社１社は、建物の減価償却方法について、当

社と減価償却方法の統一を図るため、当連結会計年度

より定率法から定額法に変更している。 

なお、この変更に伴う損益の影響は軽微である。 

―――――――――

――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）
当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））
及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計
基準適用指針第６号）を適用している。なお、これに
よる損益に与える影響はない。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（連結損益計算書） 

１ 前連結会計年度において、営業外収益「その他」に

含めて表示していた「連結調整勘定償却額」につい

て、営業外収益総額の10/100を超えたため、当連結会

計年度より区分掲記している。 

なお、前連結会計年度の営業外収益「その他」に含ま

れている「連結調整勘定償却額」は、9百万円であ

る。 

２ 前連結会計年度において、区分掲記していた営業外

収益「固定資産売却益」は、営業外収益総額の10/100

以下となったため、当連結会計年度より営業外収益

「その他」に含めて表示している。 

なお、当連結会計年度「その他」に含めた「固定資産

売却益」は0百万円である。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において、投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示していた「投資有

価証券の取得による支出」について、重要性が増したた

め、当連結会計年度より区分掲記している。 

なお、前連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含まれている「投資有価証券の取得

による支出」は△3百万円である。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 
  

  

項目 
前連結会計年度 

(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

１ ※１ 有形固定資産 

     減価償却累計額 

  

73,221百万円 

  

77,976百万円 

  ※２ 担保に供している 

資産 

(1) 工場財団 

上記に係る債務 

短期借入金 

長期借入金 

(2) その他 

土地 

      建物及び構築物 

      投資有価証券 

上記に係る債務 

短期借入金 

長期借入金 

  

  

3,937百万円 

  

335百万円 

88 

  

1,054百万円 

394 

85 

  

282百万円 

6 

  

  

  

956百万円 

  

88百万円 

― 

  

―百万円 

― 

167 

  

6百万円 

― 

  

※３ 非連結子会社及び

関連会社に係る注

記 

投資有価証券(株式) 239百万円 投資有価証券(株式) 195百万円

※４ 連結調整勘定 固定負債の「その他」に含まれている

「連結調整勘定」は295百万円であ

る。 

固定負債の「その他」に含まれている

「連結調整勘定」は218百万円であ

る。 

※５ 自己株式の保有数 連結会社が保有する連結財務諸表提出

会社の株式の数は、以下のとおりであ

る。 

なお、当社の発行済株式総数は、普通

株式92,302千株である。 

普通株式 632千株

連結会社が保有する連結財務諸表提出

会社の株式の数は、以下のとおりであ

る。 

なお、当社の発行済株式総数は、普通

株式92,302千株である。 

普通株式 590千株

２ 偶発債務 

   銀行借入に対する保証 

  

弘前八紘㈱ 3百万円

㈱ギャラクシー 

   エクスプレス 
2,089百万円

  

㈱ギャラクシー 

   エクスプレス 
2,089百万円

   

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費 主要な費目及び金額 

(1) 荷造運賃 2,673百万円

(2) 給料及び賞与 5,815百万円

(3) 退職給付費用 729百万円

(4) 減価償却費 640百万円

主要な費目及び金額 

(1) 荷造運賃 3,017百万円

(2) 給料及び賞与 6,063百万円

(3) 退職給付費用 666百万円

(4) 減価償却費 293百万円

※２ 固定資産除却損 主に機械及び装置並びに各種金型の通

常の更新によるものである。 

同左 

※３ 一般管理費及び当期製 

造費用に含まれる研究

開発費 

一般管理費 2,651百万円

当期製造費用 5,269百万円

計 7,920百万円

一般管理費 2,744百万円

当期製造費用 5,288百万円

計 8,032百万円



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 18,311百万円

現金及び現金同等物 18,311百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 18,687百万円

現金及び現金同等物 18,687百万円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

4,406 1,598 2,807 

工具器具 
及び備品 

7,020 3,740 3,280 

合計 11,427 5,339 6,087 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬具 

5,196 2,056 3,140 

工具器具
及び備品 

7,959 4,186 3,772 

合計 13,155 6,242 6,912 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2,567百万円

１年超 3,600  

合計 6,168  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2,730百万円

１年超 4,264  

合計 6,995  

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支払リース料 3,018百万円

減価償却費相当額 2,844百万円

支払利息相当額 124百万円

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支払リース料 3,297百万円

減価償却費相当額 3,117百万円

支払利息相当額 107百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法により算定している。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料   

１年以内 26百万円

１年超 68  

合計 94  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料   

１年以内 24百万円

１年超 68  

合計 92  



(有価証券関係) 
  
１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 （注）期末時価が帳簿価格の30～50％の下落があった場合、明らかに回復の可能性がある場合を除き、減損処理を行うこととしてい

る。 
  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

  

３ 時価評価されていない有価証券 
  
  その他有価証券 

  

  

区分 
前連結会計年度

(平成17年３月31日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

  
取得原価 
（百万円） 

 連結決算日にお
 ける連結貸借対 
 照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円）

取得原価
（百万円） 

連結決算日にお 
 ける連結貸借対 
 照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
            

 株式 718 1,224 505 1,358 2,452 1,094 

 債券 ― ― ― ― ― ― 

 その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 718 1,224 505 1,358 2,452 1,094 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
            

 株式 13 10 △3 18 15 △2 

 債券 ― ― ― ― ― ― 

 その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 13 10 △3 18 15 △2 

合計 732 1,234 502 1,376 2,468 1,091 

区分 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(百万円) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(百万円) 

売却額 44 3 

売却益の合計額 24 0 

売却損の合計額 0 0 

内容 

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

非上場株式 91 83 

合計 91 83 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 
金利関連のデリバティブ取引として、変動金利の
借入金の調達資金を通常３年から５年の固定金利
の借入金の資金調達に換えるため、金利スワップ
取引を行っている。 
また、通貨関連のデリバティブ取引として、通常
の営業過程における輸出取引の為替相場の変動に
よるリスクを軽減するため、為替予約取引を行っ
ているほか、その他外貨建取引の為替変動リスク
を回避するため、通貨スワップ取引を行ってい
る。 
なお、これらのデリバティブ取引はヘッジ会計を
適用している。 

(1) 取引の内容及び利用目的等
同左 

  
  

(2) 取引に対する取組方針 
金利関連のデリバティブ取引については、現在、
変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワッ
プ取引を利用しているのみである。金利情勢が変
化した場合、市場の実勢金利に合わせるという目
的を達成する範囲において、長期金銭債権債務等
について、固定金利を変動金利に変換する取引も
あり得るが、投機目的の取引は一切行わない方針
である。 
通貨関連のデリバティブ取引については、主とし
てドル建ての売上契約をヘッジするための取引で
あるため、外貨建売掛金及び成約高の範囲内で行
うこととし、投機目的の取引は一切行わない方針
である。 

(2) 取引に対する取組方針
同左 

  
  
  

(3) 取引に係るリスクの内容 
金利スワップ取引には、市場金利の変動によるリ
スクを、為替予約取引及び通貨スワップ取引 に
は、為替相場の変動によるリスクをそれぞれ有し
ている。 
なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信
用度の高い国内の金融機関に限定しており、契約
不履行による信用リスクはほとんどないと判断し
ている。 

(3) 取引に係るリスクの内容
同左 

(4) 取引に係るリスク管理体制 
    取引については、社内管理規定に基づき実施して

いる。 

(4) 取引に係るリスク管理体制
同左 



  

２ 取引の時価等に関する事項 

（１）金利関連 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

「ヘッジ会計」を適用しているため、開示の対象から除いている。 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

「ヘッジ会計」を適用しているため、開示の対象から除いている。 

（２）通貨関連 

(注) １ 時価の算定方法 
為替予約取引契約を締結している取引銀行から提示された価格によっている。 

２ 「外貨建取引等会計処理基準」による振当処理を行っているデリバティブ取引については、開示の対象から除いている。

  

区分 種類 

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等 
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円)

評価損益
(百万円) 

契約額等
(百万円)

契約額等
うち１年超
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

市場取引 
以外 
の取引 

為替予約取引 
売建 
米ドル 

1,580 ― 1,604 △24 5,327 ― 5,338 △10 

合計 1,580 ― 1,604 △24 5,327 ― 5,338 △10 



(退職給付関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、当社及び国内連結子会社

５社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用

している。また、当社及び国内連結子会社３社は、

適格年金制度を採用している。 

また、確定拠出型の制度として国内連結子会社１社

は中小企業退職金共済制度を採用している。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社３社は、これまで確定給付

型の制度として、退職金規定に基づく退職一時金制

度並びに税制適格年金制度を併用していたが、当社

においては平成17年７月、国内連結子会社３社にお

いては平成18年１月に労使合意により退職金全額を

確定給付企業年金制度（規約型）に変更している。 

そのほか、確定給付型の制度として、国内連結子会

社２社は、退職金規定に基づく退職一時金制度を採

用しており、うち１社は税制適格年金制度を併用し

ている。 

また、確定拠出型の制度として、国内連結子会社１

社は、中小企業退職金共済制度を採用している。 

２ 退職給付債務に関する事項 

(1) 退職給付債務 △25,097百万円 

(2) 年金資産 8,757百万円 

(3) 前払年金費用 △922百万円 

(4) 未認識数理計算上の差異 1,731百万円 

(5) 会計基準変更時差異未処理額 5,249百万円 

(6) 退職給付引当金 △10,280百万円 

２ 退職給付債務に関する事項 

(1) 退職給付債務 △23,846百万円 

(2) 年金資産 11,651百万円 

(3) 未認識過去勤務債務 △2,140百万円 

(4) 未認識数理計算上の差異 644百万円 

(5) 会計基準変更時差異未処理額 4,724百万円 

(6) 退職給付引当金 △8,966百万円 

３ 退職給付費用に関する事項 

(注)「(6) その他」は、中小企業退職金共済制度への

拠出額である。 

(1) 勤務費用 1,299百万円 

(2) 利息費用 589百万円 

(3) 期待運用収益 △167百万円 

(4) 数理計算上の差異の 
  費用処理額 

173百万円 

(5) 会計基準変更時差異 
  費用処理額 

524百万円 

(6) その他 (注) 5百万円 

(7) 退職給付費用 2,425百万円 

３ 退職給付費用に関する事項 

(注)「(7) その他」は、中小企業退職金共済制度への

拠出額である。 

(1) 勤務費用 1,344百万円 

(2) 利息費用 563百万円 

(3) 期待運用収益 △210百万円 

(4) 過去勤務債務の費用処理額 △94百万円 

(5) 数理計算上の差異の
  費用処理額 

163百万円 

(6) 会計基準変更時差異
  費用処理額 

524百万円 

(7) その他 (注) 6百万円 

(8) 退職給付費用 2,295百万円 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしている。 

 (5) 会計基準変更時差異の処理年数   主として15年 

(1) 割引率 2.5％ 

(2) 期待運用収益率 2.5％ 

(3) 退職給付見込額の 
  期間配分方法 

期間定額基準 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 15年 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしている。 

 (6) 会計基準変更時差異の処理年数   主として15年 

(1) 割引率 2.5％ 

(2) 期待運用収益率 2.5％ 

(3) 退職給付見込額の
  期間配分方法 

期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年 

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により、費用処理すること

としている。 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 15年 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度 

(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

繰延税金資産  

  賞与引当金 1,129百万円

    棚卸資産未実現利益 139百万円

  未払事業税 88百万円

  棚卸資産廃棄未処理額 106百万円

  その他 202百万円

繰延税金資産合計 1,666百万円

繰延税金負債  

  債権債務の相殺消去 

  に伴う貸倒引当金調整額 
3百万円

  その他 96百万円

繰延税金負債合計 100百万円

納税主体ごとに相殺し 

連結貸借対照表に計上した純額 
 

  繰延税金資産 1,585百万円

  繰延税金負債 19百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

繰延税金資産  

  賞与引当金 1,209百万円

    棚卸資産未実現利益 195百万円

  未払事業税 236百万円

  棚卸資産廃棄未処理額 77百万円

  その他 226百万円

繰延税金資産合計 1,945百万円

繰延税金負債  

  債権債務の相殺消去 

  に伴う貸倒引当金調整額 
6百万円

  その他 324百万円

繰延税金負債合計 330百万円

納税主体ごとに相殺し 

連結貸借対照表に計上した純額 
 

  繰延税金資産 1,620百万円

  繰延税金負債 5百万円

 (2) 固定の部 

繰延税金資産  

  退職給付引当金繰入限度 

  超過額 
3,287百万円

  会員権評価損 226百万円

  固定資産廃棄未処理額 24百万円

  その他 163百万円

繰延税金資産小計 3,702百万円

  評価性引当額 △226百万円

繰延税金資産合計 3,475百万円

繰延税金負債  

  減価償却費 192百万円

    その他有価証券評価差額金 204百万円

  その他 △4百万円

繰延税金負債合計 391百万円

納税主体ごとに相殺し 

連結貸借対照表に計上した純額 
 

  繰延税金資産 3,276百万円

  繰延税金負債 193百万円

 (2) 固定の部 

繰延税金資産  

  退職給付引当金繰入限度 

  超過額 
3,626百万円

  会員権評価損 201百万円

  固定資産廃棄未処理額 230百万円

  その他 193百万円

繰延税金資産小計 4,250百万円

  評価性引当額 △201百万円

繰延税金資産合計 4,049百万円

繰延税金負債  

  減価償却費 125百万円

    その他有価証券評価差額金 444百万円

  その他 2百万円

繰延税金負債合計 573百万円

納税主体ごとに相殺し 

連結貸借対照表に計上した純額 
 

  繰延税金資産 3,615百万円

  繰延税金負債 139百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  提出会社の法定実効税率 40.7％

(調整)  

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 
0.7％

 受取配当金等永久に 

 益金に算入されない項目 
△0.1％

 住民税均等割 0.3％

 試験研究費税額控除 △3.6％

 海外子会社の適用税率の差異 △4.1％

 海外子会社からの受取配当金消

去 
1.8％

 評価性引当額 0.1％

 その他 0.4％
税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

36.2％

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  提出会社の法定実効税率 40.7％

(調整)  

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 
0.5％

 受取配当金等永久に 

 益金に算入されない項目 
△0.1％

 住民税均等割 0.2％

 試験研究費税額控除 △4.1％

 海外子会社の適用税率の差異 △3.2％

 海外子会社からの受取配当金消

去 
2.3％

 評価性引当額 △0.3％

 その他 △0.5％
税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

35.5％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社グループの事業の種類別区分は、電子機器及び部品(電子機器及び電子部品の製造・販売並びにこれら

に関連する機器及び部品の仕入販売)とその他(その他の物品の販売並びにサービス)の２セグメントであり、

電子機器及び部品の全セグメントの売上高、営業損益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合

がいずれも90％を超えており、かつ、当該セグメント以外に開示の対象とすべき基準に該当するセグメント

がないため、その記載を省略した。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループの事業の種類別区分は、電子機器及び部品(電子機器及び電子部品の製造・販売並びにこれら

に関連する機器及び部品の仕入販売)とその他(その他の物品の販売並びにサービス)の２セグメントであり、

電子機器及び部品の全セグメントの売上高、営業損益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合

がいずれも90％を超えており、かつ、当該セグメント以外に開示の対象とすべき基準に該当するセグメント

がないため、その記載を省略した。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ：米国 

(2) アジア：台湾・韓国・フィリピン・中国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、3,065百万円であり、その主なものは、総務

人事・経理部等の管理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、16,695百万円であり、その主なものは、親会社での運用資

金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 

  

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ  売上高及び営業損益             

    売上高             

  (1) 外部顧客に対する売上高 82,151 9,315 24,340 115,808 ― 115,808 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 

18,827 1,057 8,512 28,397 (28,397) ― 

計 100,979 10,373 32,853 144,206 (28,397) 115,808 

    営業費用 92,017 9,980 31,302 133,300 (25,359) 107,940 

    営業利益 8,961 392 1,551 10,905 (3,038) 7,867 

Ⅱ  資産 70,522 5,017 16,489 92,030 4,253 96,283 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ：米国 

(2) アジア：台湾・韓国・フィリピン・中国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,902 百万円であり、その主なものは、総務

人事・経理部等の管理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、15,469百万円であり、その主なものは、親会社での運用資

金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 
  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注)  国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ：米国 

(2) アジア：台湾・韓国・フィリピン・シンガポール・中国 

(3) その他：英国 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注)  国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ：米国 

(2) アジア：台湾・韓国・フィリピン・シンガポール・中国 

(3) その他：英国 

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ  売上高及び営業損益             

    売上高             

  (1) 外部顧客に対する売上高 77,428 10,812 38,012 126,253 ― 126,253 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 

24,741 1,229 9,221 35,192 (35,192) ― 

計 102,169 12,042 47,233 161,446 (35,192) 126,253 

    営業費用 91,302 11,670 44,081 147,054 (31,817) 115,236 

    営業利益 10,867 372 3,152 14,391 (3,375) 11,016 

Ⅱ  資産 78,677 6,024 22,537 107,239 (989) 106,250 

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高    (百万円) 7,209 30,915 2,593 40,718 

Ⅱ 連結売上高    (百万円)       115,808 

Ⅲ 連結売上高に占める(百万円) 
  海外売上高の割合  (％) 

6.2 26.7 2.3 35.2 

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高    (百万円) 9,063 44,163 3,656 56,883 

Ⅱ 連結売上高    (百万円)       126,253 

Ⅲ 連結売上高に占める(百万円) 
  海外売上高の割合  (％) 

7.2 35.0 2.9 45.1 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 該当事項なし。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 492.68円 568.89円 

１株当たり当期純利益 46.91円 67.45円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
46.89円 67.44円 

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 4,359 6,263 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,306 6,185 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) 

 利益処分による取締役賞与金 

  

53 

  

78 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 53 78 

普通株式の期中平均株式数(千株) 91,806 91,694 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た当期純利益調整額(百万円) 
― ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た普通株式増加数の主要な内訳(千株) 

 新株予約権 

  

  

37 

  

  

21 

普通株式増加数(千株) 37 21 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類 

新株予約権の数68個 
― 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 「１年以内に返済予定の長期借入金」及び「長期借入金」の残高に含まれている年金資金運用基金よりの従業員向け転貸

融資に対応する借入金等については、利率及び返済期限が多様で計算が複雑となるため、「平均利率」及び「返済期限」

の計算から除いている。 

３ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)及びその他の有利子負債の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予

定額の総額である。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 982 885 0.8 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,896 2,877 1.1 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

5,786 4,406 1.0 
平成19年７月～ 
平成22年12月 

その他の有利子負債         

延払未払金 
（流動負債「その他」） 

373 287 3.0 ― 

延払未払金 
（固定負債「その他」） 

87 100 3.0 
平成19年４月～ 
平成20年２月 

合計 10,125 8,558 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 

その他の有利子負債 

2,507 

100 

1,247 

― 

347 

― 

232 

― 



２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

   
前事業年度

(平成17年３月31日現在) 
当事業年度 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     13,599     12,243   

２ 受取手形     1,298     1,209   

３ 売掛金 ※４   16,450     19,089   

４ 製品     1,379     1,449   

５ 半製品     1,937     1,927   

６ 原材料     1,616     1,483   

７ 仕掛品     1,987     2,416   

８ 貯蔵品     96     107   

９ 前渡金     276     202   

10 前払費用     203     194   

11 繰延税金資産     1,038     1,188   

12 関係会社短期貸付金     1,043     1,081   

13 未収入金 ※４   2,634     3,354   

14 その他     72     371   

15 貸倒引当金     △4     △5   

流動資産合計     43,632 57.1   46,314 57.1 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産 
※１ 
※２ 

            

１ 建物     3,995     5,135   

２ 構築物     158     228   

３ 機械及び装置     4,769     5,243   

４ 車両運搬具     0     1   

５ 工具器具及び備品     3,035     3,208   

６ 土地     1,011     1,011   

７ 建設仮勘定     1,449     1,412   

有形固定資産合計     14,419 18.9   16,242 20.0 

(2) 無形固定資産               

１ ソフトウェア     1,495     1,491   

２ 施設利用権     21     21   

無形固定資産合計     1,516 2.0   1,512 1.9 

(3) 投資その他の資産               

１ 投資有価証券 ※２   1,240     2,433   

２ 関係会社株式     7,943     8,226   

３ 従業員に対する 
長期貸付金 

    136     118   

４ 関係会社長期貸付金     3,284     2,940   

５ 長期前払費用     190     160   

６ 繰延税金資産     2,402     2,497   

７ 会員権     426     313   

８ 前払年金費用     922     ―   

９ その他     420     390   

10 貸倒引当金     △121     △104   

投資その他の資産合計     16,846 22.0   16,974 21.0 

固定資産合計     32,783 42.9   34,729 42.9 

資産合計     76,416 100.0   81,044 100.0 



  
   

前事業年度
(平成17年３月31日現在) 

当事業年度 
(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     2     1   

２ 買掛金 ※４   15,458     17,104   

３ 一年以内に返済予定 
の長期借入金 

※２   2,680     2,689   

４ 未払金     816     1,501   

５ 未払費用     2,486     2,591   

６ 未払法人税等     399     1,798   

７ 前受金     21     1   

８ 預り金 ※４   1,611     1,430   

９ その他     50     12   

流動負債合計     23,527 30.8   27,132 33.5 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※２   5,547     4,356   

２ 退職給付引当金     8,024     6,214   

固定負債合計     13,572 17.8   10,571 13.0 

負債合計     37,100 48.6   37,703 46.5 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※３   10,690 14.0   10,690 13.2 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     14,431     14,431   

２ その他資本剰余金               

自己株式処分差益     4     ―   

資本剰余金合計     14,435 18.9   14,431 17.8 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     897     897   

２ 任意積立金               

(1) 研究開発準備金   270     270     

(2) 別途積立金   6,488 6,758   6,488 6,758   

３ 当期未処分利益     6,770     10,463   

   利益剰余金合計     14,425 18.9   18,118 22.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     281 0.3   610 0.7 

Ⅴ 自己株式 ※５   △517 △0.7   △510 △0.6 

資本合計     39,315 51.4   43,340 53.5 

負債・資本合計     76,416 100.0   81,044 100.0 



② 【損益計算書】 
  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

売上高 ※１   96,646 100.0   98,870 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 期首製品棚卸高   2,125     1,379     

２ 当期製品製造原価 
※１ 
※５ 

70,449     70,823     

３ 当期製品仕入高   7,801     9,126     

合計   80,377     81,329     

４ 製品他勘定振替高 ※２ 1,095     1,520     

５ 期末製品棚卸高   1,379 77,902 80.6 1,449 78,358 79.3 

売上総利益     18,743 19.4   20,512 20.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※３ 
※５ 

  14,427 14.9   14,584 14.7 

営業利益     4,316 4.5   5,927 6.0 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※１ 60     80     

２ 受取配当金 ※１ 932     1,496     

３ 為替差益   ―     207     

４ その他   107 1,099 1.1 125 1,910 1.9 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   129     101     

２ 棚卸資産廃棄損   603     362     

３ 固定資産除却損 ※４ 155     796     

４ 為替差損   14     ―     

５ その他   132 1,035 1.1 165 1,426 1.4 

経常利益     4,380 4.5   6,411 6.5 

税引前当期純利益     4,380 4.5   6,411 6.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,346     2,400     

法人税等調整額   68 1,414 1.4 △470 1,929 2.0 

当期純利益     2,966 3.1   4,482 4.5 

前期繰越利益     4,171     6,350   

中間配当額     367     366   

自己株式処分差損     ―     2   

当期未処分利益     6,770     10,463   



製造原価明細書 

  

  

２ 原価計算の方法 

  航空・宇宙用電子機器及び同応用製品は個別原価計算、その他は総合原価計算を行っている。 

  なお、標準原価計算方式を併用しており、発生した原価差額は期末において調整計算を行っている。 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費 ※１   58,069 73.9   58,796 73.6 

Ⅱ 労務費     11,194 14.3   11,111 13.9 

Ⅲ 経費               

減価償却費   2,919     3,149     

諸経費   6,388 9,308 11.8 6,838 9,987 12.5 

当期製造費用     78,571 100.0   79,895 100.0 

期首仕掛品棚卸高     2,320     1,987   

合計     80,892     81,883   

固定資産振替高     5,539     5,587   

その他振替高 ※２   2,915     3,056   

期末仕掛品棚卸高     1,987     2,416   

当期製品製造原価     70,449     70,823   

(注)    前事業年度     当事業年度   

１ ※１ このうちに含まれる           

     外注加工費   5,677百万円    3,831百万円  

  ※２ その他振替高の内訳             

     研究開発費   2,660百万円    2,757百万円  

     その他   255     298   

          計   2,915百万円    3,056百万円  



③ 【利益処分計算書】 

  

  

株主総会承認年月日 
前事業年度

(平成17年６月24日) 
当事業年度 

(平成18年６月23日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     6,770   10,463 

Ⅱ 利益処分額           

１ 配当金   366   458   

２ 取締役賞与金   53 419 78 536 

Ⅲ 次期繰越利益     6,350   9,926 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 有価証券 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

ロ その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

  期末日の市場相場等に基づく時

価法 

  (評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

(ロ)時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

ロ その他有価証券 

  同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法 同左 

３ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

製品、半製品、原材料、仕掛品、貯蔵

品 

 総平均法による原価法である。 

同左 

  

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

建物は定額法、建物以外について

は定率法を採用している。ただ

し、少額減価償却資産(取得価額

10万円以上、20万円未満)につい

ては、一括して３年間で均等償却

する方法によっている。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

建物        ３～50年 

構築物       ３～50年 

機械及び装置    ４～10年 

車両運搬具     ４～６年 

工具器具及び備品  ２～20年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

    定額法を採用している。ただし、

自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用して

いる。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 投資その他の資産(長期前払費用) 

  定額法を採用している。 

(3) 投資その他の資産(長期前払費用) 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上している。 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

いる。 

会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理して

いる。 

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による定額法

により、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてい

る。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

いる。 

会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理して

いる。 

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による定額法

により、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてい

る。 

（追加情報） 

退職金制度は、これまで退職金規

定に基づく退職一時金制度並びに

税制適格年金制度を併用していた

が、平成17年７月22日、労使合意

により退職金全額を確定給付型企

業年金制度（規約型）に変更して

いる。この変更に伴い発生した過

去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理することとし

ている。なお、この制度変更によ

り、経常利益及び税引前当期純利

益が151百万円増加し、当期純利

益が76百万円増加している。 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっている。 

    ただし、金利スワップの特例処理

の要件を満たすものについては、

同特例処理を採用している。ま

た、為替予約及び通貨スワップの

振当処理の要件を満たすものにつ

いては、同振当処理を採用してい

る。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ ヘッジ手段 

    デリバティブ取引(金利スワップ

取引、為替予約取引及び通貨スワ

ップ取引) 

ロ ヘッジ対象 

変動金利による借入金 

外貨建金銭債権債務 

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ ヘッジ手段 

同左 

  

  

ロ ヘッジ対象 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) ヘッジ方針 

  投機的な取引は一切行わない方針

である。なお、借入金に係る金利

変動リスク及び外貨建取引の為替

変動リスクを回避するため、デリ

バティブ取引を利用している。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・

フローの変動の累計とを比率分析

する方法により有効性の評価を行

っている。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（資産の評価基準及び評価方法） 

 棚卸資産の評価基準及び評価方法について、最近の

市場における価格競争の激化による価格変動を適時に

反映させ、より適正な棚卸資産の評価額を算定するた

め、当事業年度より後入先出法による原価法から総平

均法による原価法に変更している。なお、この変更に

伴う損益の影響は軽微である。 

―――――――――― 

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用している。これによる損

益に与える影響はない 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

項目 
前事業年度

(平成17年３月31日現在) 
当事業年度 

(平成18年３月31日現在) 
１ ※１ 有形固定資産 
     減価償却累計額 

 

  45,455百万円   46,463百万円

  ※２ 担保に供している 
     資産 
     (1) 工場財団 

     上記に係る債務 
      １年以内返済予 
      定の長期借入金 
     (2) 投資有価証券 
     上記に係る債務 

建物 

機械及び装置 

土地 

  計 

 
  
  

  

  2,668百万円

  51 

  214 

  2,935百万円

 
  

240百万円

  85百万円

  
  

  

  ―百万円

  ― 

  ― 

  ―百万円

  
―百万円

  167百万円

      １年以内返済予 
      定の長期借入金 

    12百万円    6百万円 

      長期借入金 6 ― 
※３ 授権株数 

     発行済株式総数 
普通株式 200,000千株 

普通株式 92,302 

普通株式 200,000千株 

普通株式 92,302 

※４ 関係会社に対する 
     資産および負債の 
     注記 

売掛金 6,562百万円

未収入金 916 

買掛金 3,481 

預り金 945 

売掛金 9,062百万円

未収入金 1,272 

買掛金 5,139 

預り金 719 

  ※５ 自己株式の保有数 普通株式  632千株 普通株式 590千株 

２ 偶発債務 
  主として関係会社の銀行
借入等に対する保証 

富士航空電子㈱ 

JAEオレゴン・ 

 インコーポレーテッド 

㈱ギャラクシ－ 

 エクスプレス 

計 

   

     

    265 

(300千米ドル) 32 

   2,089 

    2,386百万円

  

     

    150百万円 

(300 千米ドル) 35 

   2,089 

    2,274百万円

３ 配当制限 商法施行規則第124条第３号に規
定する金額は267百万円である。 

旧商法施行規則第124条第３号に
規定する金額は603百万円である。 

４ 財務上の特約 シンジケートローン契約(契約期
間平成15年９月25日～平成20年９
月24日)に下記の条項が付されてい
る。 
本契約期間中の各年度の決算期
及び中間期の末日において、連結
及び単独の貸借対照表における資
本の部の金額を平成15年３月末に
おける同金額の70％以上に、それ
ぞれ維持する。 

(1) シンジケートローン契約(契約
期間平成15年９月25日～平成20
年９月30日)に下記の条項が付
されている。 
本契約期間中の各年度の決算
期及び中間期の末日において、
連結及び単独の貸借対照表にお
ける資本の部の金額を平成15年
３月末における同金額の70％以
上に、それぞれ維持する。 

(2) コミットメントライン契約(契
約期間平成17年９月５日～平成
20年９月５日)に下記の条項が
付されている。 
本契約期間中の各年度の決算
期及び中間期の末日において、
連結及び単独の貸借対照表にお
ける資本の部の金額を平成17年
３月末における同金額の70％以
上に、それぞれ維持する。 



(損益計算書関係) 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社取引高   

売上高 25,208百万円

原材料仕入高 41,203 

受取利息 47 

受取配当金 915 

  

売上高 31,642百万円

原材料仕入高 45,856 

受取利息 63 

受取配当金 1,472 

※２ 製品他勘定(売上原価 

   以外)振替高の内訳 

半製品 

材料費 

その他 

計 

  

  

  264百万円

  647 

  182 

  1,095百万円

  

  

  210百万円

  1,161 

  149 

  1,520百万円

※３ 販売費及び一般管理費 主要な費目及び金額 

  

(1) 荷造運賃 2,165百万円

(2) 販売手数料 680 

(3) 給料手当 2,739 

(4) 賞与 1,132 

(5) 退職給付費用 695 

(6) 支払手数料 1,156 

(7) 減価償却費 53 

(8) 賃借料 396 

  販売費に属する費用 約60％

  一般管理費に属する費用 約40％

主要な費目及び金額 

  

(1) 荷造運賃 2,372百万円

(2) 販売手数料 618 

(3) 給料手当 2,751 

(4) 賞与 1,152 

(5) 退職給付費用 607 

(6) 支払手数料 1,249 

(7) 減価償却費 47 

(8) 賃借料 374 

  販売費に属する費用 約61％

  一般管理費に属する費用 約39％

※４ 固定資産除却損 主に機械及び装置並びに各種金型の

通常の更新によるものである。 

同左 

※５ 一般管理費及び当期製

造費用に含まれる研究

開発費 

一般管理費 2,651百万円

当期製造費用 5,269百万円

   計 7,920百万円

一般管理費 2,736百万円

当期製造費用 5.288百万円

   計 8,025百万円



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31

日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び 
装置 

4,135 1,481 2,653 

車両運搬具 13 6 6 

工具器具 
及び備品 

6,011 3,231 2,780 

合計 10,160 4,719 5,440 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び
装置 

4,992 1,989 3,002 

車両運搬具 13 9 4 

工具器具
及び備品 

7,142 3,779 3,363 

合計 12,148 5,778 6,370 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2,267百万円

１年超 3,240 

計 5,508百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2,497百万円

１年超 3,945 

計 6,443百万円

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支払リース料 2,603百万円

減価償却費相当額 2,458 

支払利息相当額 107 

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支払リース料 2,986百万円

減価償却費相当額 2,832 

支払利息相当額 95 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法により算定している。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

１年内 2百万円

１年超 4 

計 7百万円

未経過リース料  

１年以内 2百万円

１年超 1 

計 4百万円



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日現在) 

当事業年度
(平成18年３月31日現在) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

繰延税金資産  

  賞与引当金 780百万円

  未払事業税 57百万円

  棚卸資産廃棄未処理額 71百万円

  その他 129百万円

繰延税金資産合計 1,038百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

繰延税金資産  

  賞与引当金 843百万円

  未払事業税 180百万円

  棚卸資産廃棄未処理額 49百万円

  その他 115百万円

繰延税金資産合計 1,188百万円

 (2) 固定の部 

繰延税金資産  

  退職給付引当金繰入限度 
  超過額 

2,432百万円

  会員権評価損 195百万円

  その他 163百万円

繰延税金資産小計 2,791百万円

  評価性引当額 △195百万円

繰延税金資産合計 2,595百万円

繰延税金負債  

  その他有価証券評価差額金 193百万円

繰延税金負債合計 193百万円

繰延税金資産の純額 2,402百万円

 (2) 固定の部 

繰延税金資産  

 退職給付引当金繰入限度
  超過額 

2,529百万円

  会員権評価損 170百万円

  その他 387百万円

繰延税金資産小計 3,086百万円

  評価性引当額 △170百万円

繰延税金資産合計 2,916百万円

繰延税金負債  

  その他有価証券評価差額金 418百万円

繰延税金負債合計 418百万円

繰延税金資産の純額 2,497百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％
(調整) 
 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

0.8％

 受取配当金等永久に 
 益金に算入されない項目 

△1.7％

 住民税均等割 0.4％
 試験研究費税額控除 △5.6％
 外国税額控除 △2.6％
評価性引当額 0.2％
 その他 0.1％
税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

32.3％

  

法定実効税率 40.7％
(調整)  
交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

0.4％

受取配当金等永久に
 益金に算入されない項目 

△1.3％

住民税均等割 0.2％
試験研究費税額控除 △6.2％
外国税額控除 △3.2％
評価性引当額 △0.4％
その他 △0.1％
税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

30.1％

 



(１株当たり情報) 

  

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 428.30円 471.72円 

１株当たり当期純利益 31.73円 48.03円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
31.72円 48.02円 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益(百万円) 2,966 4,482 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,913 4,404 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) 

 利益処分による取締役賞与金 

  

53 

  

78 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 53 78 

普通株式の期中平均株式数(千株) 91,806 91,694 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た当期純利益調整額(百万円) 
― ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た普通株式増加数の主要な内訳(千株) 

 新株予約権 

  

  

37 

  

  

21 

普通株式増加数(千株) 37 21 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類 

新株予約権の数68個 
― 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)     

  その他有価証券     

   住友金属鉱山㈱ 340,000 558 

   ㈱リョ－サン 122,839 388 

   カシオ計算機㈱ 110,590 231 

   住友信託銀行㈱ 123,764 168 

   三信電気㈱ 115,180 164 

   住友不動産㈱ 50,000 163 

   ㈱カナデン 168,214 138 

   住友商事㈱ 70,899 118 

   東海旅客鉄道㈱ 100 116 

   ㈱大電社 100,407 70 

   その他１７銘柄 107,991 315 

計 1,309,984 2,433 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりである。 

  

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりである。 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 11,340 1,361 15 12,685 7,550 242 5,135 

 構築物 716 90 7 799 570 18 228 

 機械及び装置 22,848 2,835 2,455 23,228 17,984 1,181 5,243 

 車両運搬具 9 0 ― 10 9 0 1 

 工具器具及び備品 22,499 4,328 3,270 23,557 20,348 1,753 3,208 

 土地 1,011 ― 0 1,011 ― ― 1,011 

 建設仮勘定 1,449 7,218 7,254 1,412 ― ― 1,412 

有形固定資産計 59,874 15,834 13,003 62,706 46,463 3,196 16,242 

無形固定資産               

 ソフトウェア 2,583 478 241 2,821 1,329 482 1,491 

 施設利用権 28 ― 1 27 5 0 21 

無形固定資産計 2,612 478 243 2,848 1,335 483 1,512 

長期前払費用 449 69 199 319 159 100 160 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

建物 厚生事務棟 1,316百万円 

機械及び装置 コネクタ製品生産用機械装置 2,325百万円 

工具器具及び備品 各種金型 3,447百万円 

機械及び装置 
主として、リース契約使用への変更による売却 1,071百万円及び通常の

更新による除却である。 

工具器具及び備品 
主として、リース契約使用への変更による売却 1,677百万円及び通常の

更新による除却である。 



【資本金等明細表】 

  

(注)１ その他資本剰余金の減少は、新株予約権の行使に対し、自己株式充当により発生した自己株式処分差損６百万円によるも

のである。 

２ 当事業年度末における自己株式は 590,058 株である。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗い替えによる戻入額である。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 10,690 ― ― 10,690 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (92,302,608) (―) (―) (92,302,608)

普通株式 (百万円) 10,690 ― ― 10,690 

資本準備金及び
その他資本剰余
金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 14,431 ― ― 14,431 

(その他資本剰余金)
自己株式処分差益 

(百万円) 4 ― 4 ― 

計 (百万円) 14,435 ― 4 14,431 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 897 ― ― 897 

(任意積立金)           

研究開発準備金 (百万円) 270 ― ― 270 

別途積立金 (百万円) 6,488 ― ― 6,488 

計 (百万円) 7,655 ― ― 7,655 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 126 10 14 11 110 



 (2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

(イ)現金及び預金 

  

  

(ロ)受取手形 

ａ 相手先別内訳 

  

  

ｂ 期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 4 

当座預金 11,963 

普通預金 274 

計 12,243 

相手先 金額(百万円) 

㈱三誠 357 

河野端子㈱ 243 

三菱電機㈱ 157 

誠通商㈱ 81 

江能電機㈱ 61 

その他 307 

計 1,209 

期日 金額(百万円) 

平成18年５月 304 

    ６月 395 

    ７月 466 

    ８月 39 

    ９月 4 

計 1,209 



(ハ)売掛金 

ａ 相手先別内訳 
  

  

ｂ 売掛金の回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。 

  

(ニ)棚卸資産 
  

  

相手先 金額(百万円) 

台湾航空電子股份有限公司 1,916 

香港航空電子有限公司 1,099 

JAEエレクトロニクス・インコーポレーテッド 982 

航空電子（上海）国際貿易有限公司 957 

矢崎総業㈱ 911 

その他 13,220 

計 19,089 

期首残高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

期末残高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  

(Ａ)＋(Ｄ) 
÷ 
(Ｂ)

２ 365

16,450 102,390 99,752 19,089 83.9 63.3 

区分 金額(百万円) 

製品 

コネクタ及び同関連製品 

システム機器及び同関連製品 

光デバイス及びその他の製品 

1,264 

159 

25 

  

  

1,449 

半製品 

コネクタ及び同関連製品用 

航空・宇宙用電子機器及び同応用製品用 

光デバイス及びその他の製品用 

822 

1,051 

53 

  

  

1,927 

原材料 

コネクタ及び同関連製品用 

システム機器及び同関連製品用 

航空・宇宙用電子機器及び同応用製品用 

光デバイス及びその他の製品用 

235 

602 

632 

12 

  

  

  

1,483 

仕掛品 

コネクタ及び同関連製品 

システム機器及び同関連製品 

航空・宇宙用電子機器及び同応用製品 

光デバイス及びその他の製品 

310 

166 

1,890 

49 

  

  

  

2,416 

貯蔵品 補助材料、梱包材料 107 107 

計 ― 7,384 



 (ホ)関係会社株式 
  

  

  

ｂ 負債の部 

(イ)支払手形 

ａ 相手先別内訳 

  

  

ｂ 期日別内訳 

  

  

相手先 金額(百万円) 

JAEエレクトロニクス・インコーポレーテッド 1,746 

台湾航空電子股份有限公司 1,267 

航空電子（無錫）有限公司 931 

JAEフィリピンズ・インコーポレーテッド 918 

航空電子（呉江）有限公司 675 

弘前航空電子㈱ 450 

信州航空電子㈱ 450 

その他 1,787 

計 8,226 

相手先 金額(百万円) 

日本コーティングセンター㈱ 0 

㈱双葉製作所 0 

山陽精工㈱ 0 

計 1 

期日 金額(百万円) 

平成18年４月 1 

    ７月 0 

計 1 



(ロ)買掛金 

  

  

(ハ)長期借入金 

  

  

(ニ)退職給付引当金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

相手先 金額(百万円) 

弘前航空電子㈱ 1,402 

山形航空電子㈱ 1,017 

信州航空電子㈱ 377 

富士航空電子㈱ 294 

航空電子エンジニアリング㈱ 251 

その他 13,761 

計 17,104 

相手先 金額(百万円) 

日本政策投資銀行 1,245 

㈱三井住友銀行 440 

住友信託銀行㈱ 440 

㈱三菱東京UFJ銀行 300 

㈱横浜銀行 300 

その他 1,631 

計 4,356 

区分 金額(百万円) 

退職給付債務 19,759 

年金資産 10,681 

未認識過去勤務債務 △1,803 

未認識数理計算上の差異 462 

会計基準変更時差異未処理額 4,204 

計 6,214 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成18年６月23日開催の定時株主総会において、定款の変更により、本会社の公告方法は、電子公告とした。但し、事故その
他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、決算公告は、会社法第440条第4項の規定により、行わない。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券及び100株未満の
株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 
不所持株式に対する株券の交付及び株券再発行の場合１枚につき300円 
但し単元株券への分割及び併合並びに裏面満欄の場合は無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録手数料 
１件につき10,000円 
１枚につき500円 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載（注）

株主に対する特典 該当事項なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社の情報】 

該当事項無し 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第75期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月24日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第76期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年11月30日 
関東財務局長に提出。 

(3) 自己株券買付状況報告書     
  
  

平成17年４月14日、平成17年５月12日、平成17年６月14日、平成17年７月14日、平成17
年８月11日、平成17年９月14日、平成17年10月13日、平成17年11月14日、平成17年12月14
日、平成18年１月12日、平成18年２月14日、平成18年３月14日、平成18年４月13日、平成
18年５月12日、平成18年６月14日、に関東財務局長に提出。 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



  

  

平成17年６月24日

日本航空電子工業株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本航

空電子工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本航空電子工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上
  

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

新日本監査法人 

       

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  浜 田 正 継  ㊞ 

       

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  千 葉   彰  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  

  

平成18年６月23日

日本航空電子工業株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本航

空電子工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本航空電子工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上
  

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

新日本監査法人 

       

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  浜 田 正 継  ㊞ 

       

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  千 葉   彰  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  

  

平成17年６月24日

日本航空電子工業株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本航

空電子工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第75期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本航

空電子工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

新日本監査法人 

       

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  浜 田 正 継  ㊞ 

       

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  千 葉   彰  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  

  

平成18年６月23日

日本航空電子工業株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本航

空電子工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本航

空電子工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

新日本監査法人 

       

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  浜 田 正 継  ㊞ 

       

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  千 葉   彰  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 
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